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はじめに 

 浜松市では、平成 19年 4月の政令市移行に伴う補助国道、主要地方道及び一般県道の移管により、これら
と市道を合わせて、政令市としては最長の約 8,500kmにわたる道路を管理している。また、本市が管理する
道路の特徴は、国道・県道などの交通量の多い道路から、山間部や住宅街における交通量の少ない道路まで

多種多様であり、道路の利用状況や周辺環境により舗装に生じる損傷の程度や進行速度も様々である。

 これまで本市では、限られた財政状況下で多種多様な道路の舗装を安全・安心に保つためには、アセット

マネジメントの考え方に基づく「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管理の導入」による

ライフサイクルコストの縮減及び予算の平準化が効果的と考え、この土台作りを進めてきた。

 具体的には、大型車交通量の多い道路や緊急輸送路のうち、路面性状調査にて健全性が低いと判断された

箇所について、修繕計画に基づき、路盤以下の層からの計画的な機能回復を図ってきた。このような取り組

みの結果、修繕計画に位置付けた道路については、事後保全型維持管理から予防保全型維持管理へ移行する

ための準備が整ってきている。

 しかしながら、舗装の維持管理全般を通して、施設諸元や点検・修繕の履歴などの維持管理に必要な情報

の管理が不十分であったり、平成 27年 9月に策定した「舗装維持管理ガイドライン」で定めた維持管理方法
が陳腐化し、実態に即していなかったりするなど、理想的な維持管理の実現までにはいくつかの運用上の課

題が残っている。

 一方、本ガイドラインに先立ち、国土交通省により策定された「舗装点検要領（平成 28年 10月）」では、
点検を始めとした舗装の維持管理について基本的な事項が示され、これまで以上に戦略的な取り組みが期待

されている。

 このため、本ガイドラインでは、舗装点検要領で示された基本的な事項を踏まえるとともに、これまでの

維持管理方法を見直し、「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管理の導入」に向けた本市独

自の舗装維持管理に係る具体的な手法を取りまとめた。

 なお、改定にあたり、「静岡県道路舗装協会」に意見聴取するとともに、「浜松市公共土木施設マネジメン

ト検討委員会」にて内容を審議した。

 主な改定点は、以下のとおりである。

① 路線の重要度（レベル A、B、C）を廃止し、大型車交通量区分及び道路種別に応じた「道路の分類」（分
類 B、C、D）を新たに設定し、分類に応じた具体的な維持管理手法や点検・診断方法を設定した。

② 分類 B及び分類 Cの定期点検では、点検結果と現場実感のかい離の低減や、必要最小限の補修・修繕範
囲の設定による費用の縮減を目的として、全車線を点検することとした。

③ 分類 Bでは、表層を使い続ける目標期間として、「使用目標年数」を新たに設定した。
④ 長寿命化計画の策定・更新や中長期的なコストの見通しにあたり、検討すべき事項や実施方法を新たに

記載した。
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1. 総則 

1.1. 適用の範囲 

 本ガイドラインは、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）第 2条第 1項に規定する道路のうち、浜松市が管

理する道路における車道上の舗装の維持管理に適用する。 

【解説】

 本ガイドラインは、浜松市が管理する道路法（昭和 27年法律第 180号）第 2条第 1項に規定する道路の
車道上の舗装（以下、「舗装」という。）の維持管理に適用する。なお、歩行者専用道路、自転車専用道路及

び自転車歩行者専用道路は、本ガイドラインの対象外とする。

 また、橋面舗装については、一般部のアスファルト舗装とは構造や果たす役割が異なるとともに、床版の

状態が路面状態に大きく影響することから、別途策定された「浜松市橋梁維持管理・更新等ガイドライン（浜

松市土木部、平成 29年 1月）」に基づき、適切な措置を講ずる。
 そのほか、アスファルト舗装及びコンクリート舗装以外の舗装については、その構造特性に応じて本ガイ

ドラインを参考に適切な維持管理を行う。
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1.2. 本ガイドラインの位置付け 

 本ガイドラインは、「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管理の導入」に向けて、本市に

おける舗装維持管理に係る具体的な手法をとりまとめたものであり、舗装の点検要領を兼ねるものである。 

 本ガイドラインの位置付けを図 1.1 に示す。 

図 1.1 舗装維持管理ガイドラインの位置付け 

【解説】

 本ガイドラインは、「舗装点検要領（国土交通省道路局、平成 28年 10月）」（以下、「点検要領」という。）
に記載された基本的な事項を踏まえ、「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管理の導入」に

向けた本市独自の舗装維持管理に係る具体的な手法を取りまとめたものである。また、本ガイドラインでは、

本市における舗装の具体的な点検方法についても取りまとめていることから、本市における舗装の点検要領

を兼ねるものとする。

 舗装の維持管理は、本ガイドラインを軸とした PDCAサイクルに基づき体系的に取り組むものとする。

図 1.2 ガイドラインを軸とした維持管理の PDCA サイクル 

インフラ長寿命化基本計画

（平成25年11月 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議）

浜松市公共施設等総合管理計画

（平成28年3月 浜松市）

浜松市公共施設長寿命化基本方針（土木施設編）

（平成21年2月 浜松市土木部）

浜松市舗装維持管理ガイドライン

（平成30年8月 浜松市土木部）

浜松市舗装長寿命化計画

維持管理に関する

方針の決定

（ガイドラインの策定）

ガイドラインに基づく

維持管理の実施

維持管理に関する

方針の検証・評価

（ガイドラインの評価・検証）

維持管理に関する

方針の見直し

（ガイドラインの見直し）

浜松市における舗装点検要領を兼ねる

長寿命化

計画策定

事業実施

（点検・措置）

事業評価

長寿命化

計画見直し

Ｐ

Ｄ

Ｃ

Ａ
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2. 維持管理の手法 

2.1. 維持管理の方針 

 維持管理の方針としてリスクベースメンテナンスの考え方を採用し、優先順位を明確にした維持管理を行

う。 

【解説】

 本ガイドラインの対象とする全ての舗装に対し、同じ水準の維持管理を行うためには、十分な予算等（予

算・人員・設備・情報・時間・技術）を確保する必要がある。しかし、舗装のストックは膨大であり、十分

な予算等を確保することは非常に困難な上、交通量の多い道路と少ない道路を同じ水準で維持管理すること

は、予算等の過剰投資となることが明らかである。

 これらを踏まえ、舗装の維持管理の方針としてリスクベースメンテナンス（RBM）の考え方を採用し、道

路そのものの重要性や損傷が発生した場合の影響を考慮して、優先順位を明確にした維持管理を行うことと

する。

 なお、リスクベースメンテナンスとは、図 2.1のようにメンテナンスの対象に想定されるリスクを定義し、

リスクが生じた場合の影響の度合いとリスクが発生する確率から優先順位を決定し、メンテナンスを行う考

え方のことである。

高

中

低

小 中 大

（

損
傷
の
発
生
し
や
す
さ
）

発
生
確
率

影響度
（損傷発生時の被害の大きさ）

図 2.1 リスクマトリックス 

リスク大＝優先度大 
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2.2. 道路の分類 

 道路の分類は、大型車交通量区分と道路種別の組み合わせにより、表 2.1 に示すとおり設定する。 

表 2.1 道路の分類 

【解説】

 リスクベースメンテナンスの考え方に基づき、優先順位を明確にした維持管理を行うため、道路そのもの

の重要性を表す指標として「道路の分類」を設定し、道路を分類 B、分類 C、分類 D に区分した。区分方法

には「大型車交通量区分」と「道路種別」を採用し、重要な道路ほど損傷の早期発見・早期措置を行い、道

路利用者の安全・安心を確保できるよう、以下について考慮した。各分類の名称は、点検要領における分類

と同義である（表 2.2）。

 また、以降で示すとおり、道路の分類に応じた舗装マネジメントの体系、維持管理指標、管理目標、維持

管理シナリオ、点検・診断方法、詳細調査方法、措置方法、記録方法等を設定した。

① 大型車交通量区分による区分 

 一般に、舗装の損傷は大型車交通に起因する傾向が顕著であり（図 2.2）、アスファルト舗装では大

型車交通量が多いほど舗装の劣化の進行速度も速いと考えられる（図 2.3）。このため、大型車交通

量の多い道路ほど重点的に点検・措置を行うことにより、重要な道路ほど損傷の早期発見・早期措

置が実現できるよう、道路の分類の区分方法として大型車交通量区分を設定した。なお、大型車交

通量区分は、全国道路・街路交通情勢調査（以下、「道路交通センサス」という。）における 24 時
間自動車類交通量（上下合計）の大型車（台/日）を一方向あたりの交通量に換算して得た値を用い
て、表 2.3 により N1 から N7 に分類した。また、道路交通センサスの対象外路線については、大
型車交通量区分による区分は行わず、以降に示す道路種別による区分を行った。

 「舗装設計便覧（社団法人日本道路協会、平成 18年 2月）」では、舗装構成の決定にあたり、大型
車交通量区分に応じた「表層と基層を加えた最少厚さ（以下、「最少厚さ」という。）」の規定（表

2.3）を満足するよう記載されている。大型車交通量が多いほど最少厚さは増加し、N5以上の場合
は最少厚さが 10cm以上となることから、アスファルト混合物層は 2層以上で構成されることが想
定される。このため、大型車交通量の多い道路ほど、路盤以下の層を保護する表層等の適時措置に

よる予防保全型維持管理の効果がより大きく発揮されるよう、分類 B のし
・

きい
・ ・

値
・

を「大型車交通量

区分 N5以上」とした。

1級 2級
その他
（足もと）

その他
（一般市道）

N5以上

（250台以上/日・方向）

N5未満

（250台未満/日・方向）

D
(6201.8km)

※平成29年4月現在

※歩行者専用道路、自転車専用道路、自転車歩行者専用道路を除くため、合計延長は管理延長と一致しない。

C
(1765.4km)

B
（445.4km）

                        道路種別

 大型車交通量区分

国道 県道

市道
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表 2.2 道路の分類のイメージ 

[出典：舗装点検要領（国土交通省道路局、平成 28 年 10 月）]

図 2.2 車両が与える舗装へのダメージの関係 

[平成 28 年度 第 2 回 静岡県道路メンテナンス会議 の資料を参考に作成]

図 2.3 ひび割れ率に関する標準的な劣化曲線（交通量別） 

[出典：舗装点検要領（国土交通省道路局、平成 28 年 10 月）] 
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表 2.3 大型車交通量区分、表層と基層を加えた最少厚さ 

[出典：舗装設計便覧（社団法人日本道路協会、平成 18 年 2 月）を参考に作成]

② 道路種別による区分 

 一般に、補助国道（以下、「国道」という。）、主要地方道及び一般県道（以下、「県道」という。）

は、人口の多い市や直轄国道、鉄道駅、観光地等を連絡する幹線道路であり、その基幹的道路網を

形成するために必要な市道よりも重要度が高いといえる。また、市道の中でも、1 級市道、2 級市
道及び足もと道路は、基幹的道路網の形成・補完や、複数の町を連絡する道路であり、これ以外の

市道（一般市道）よりも重要度が高いといえる。このため、道路の分類の区分方法として道路種別

を設定し、分類 C 及び分類 Dのし
・

きい
・ ・

値
・

を「市道その他（一般市道）の該当有無」とした。

③ 道路の分類の設定単位 

 道路の分類は優先順位を明確にした維持管理を行うために設定するものであるが、大型車交通量区

分及び道路種別により道路を単純に区分すると、同一路線に複数の分類が混在する場合が生じ、管

理が煩雑になることが想定される。このように管理が煩雑化するのを防ぐために、区分にあたって

は、まず、路線を土木整備事務所ごとに区分し、区分された同一路線内に複数の分類が混在する場

合は、当該路線に占める延長割合の大きい分類を当該路線の分類とした（図 2.4）。

N6 1,000以上　3,000未満 15 (10)　[注1]

N5 250以上　1,000未満 10 (5)　[注1]

N4 100以上　250未満 5

N3 40以上　100未満 5

N2 15以上　40未満

N1 15未満

[注]
1. (　)内は、上層路盤に瀝青安定処理工法およびセメント・瀝青安定処理工法を用いる場合の最

少厚さを示す。
2. 交通量区分N1, N2にあって、大型車交通量をあまり考慮する必要がない場合には、瀝青安定処

理工法およびセメント・瀝青安定処理工法の有無によらず、最少厚さは3cmとすることができる。

舗装計画交通量（台/日・方向）

3,000以上N7 20 (15)　[注1]

大型車交通量

区分
表層と基層を加えた最少厚さ

4 (3)　[注2]
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図 2.4 道路の分類の設定イメージ 

④ 道路の分類の見直し 

 舗装の維持管理が将来にわたり適切に行われるよう、道路の新設、拡幅、移管、廃止や今後の交通

量の変化等による損傷の進行速度の変化等に応じて、道路の分類の見直しを適宜行う必要がある。

一方で、道路の分類の見直しを頻繁に行うと、点検や措置などの進捗状況の管理が煩雑になる懸念

がある。このため、以降で設定する点検頻度に基づく点検が１巡するまでは、道路の分類は変更し

ないことを基本とする。

【参考】

 大型車交通量区分と道路種別ごとに分類した道路延長は、それぞれ表 2.4 に示すとおりであり、大型車交

通量と道路種別には相関性があるといえる。

表 2.4 大型車交通量区分、道路種別ごとの道路延長 

土木整備事務所ごとに区分

延長割合の大きい分類に集約 分類C 分類B

N5以上 N5未満 N5以上大型車交通量区分による区分

××土木整備事務所

土木整備事務所の管理境

△△土木整備事務所

1級 2級
その他
（足もと）

その他
（一般市道）

N5以上

（250台以上/日・方向）
174.9km 230.9km

N5未満

（250台未満/日・方向）
74.7km 418.7km

                        道路種別

 大型車交通量区分

国道 県道

市道

※平成29年4月現在

※歩行者専用道路、自転車専用道路、自転車歩行者専用道路を除くため、合計延長は管理延長と一致しない。

※市道は一部しか道路交通センサスの調査が行われていないため、大型車交通量による区分は行わない。

513.8km 590.3km 207.1km 6202.2km



9 

2.3. 舗装マネジメントの体系 

 舗装のマネジメントは、図 2.5 に示すフローにしたがって行う。 

図 2.5 舗装マネジメントの体系 

【解説】

 舗装の維持管理は、本ガイドラインに基づき、「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管理

の導入」に取り組むとともに、本ガイドライン等の維持管理に係る方針・計画を適宜見直すことにより、継

続的な改善・発展を図るものとする。

日常点検・臨時点検の取り扱い

　日常点検・臨時点検は、全て
の分類のうち、通常又は異常気

象時等の道路パトロールの対象

路線に対して不定期に実施す

る。

　重要度の高い分類B及び分類C

は、メンテナンスサイクルの確

立に向けた計画的な維持管理を

行っていくため、不定期に実施

される日常点検・臨時点検を軸
としたメンテナンスサイクルは

設定せず、計画的に行われる定

期点検の結果をもとにマネジメ

ントを実施する。

　一方、分類Dは、日常点検や

住民通報等により発見・確認さ

れた損傷に対して特定点検を行

う。この特定点検の結果をもと

にマネジメントを実施する。

措置

措置

点検

フォローアップ

分類B・分類C

要

定期点検

現場状況

健全性の診断

修繕計画策定

補修・修繕

記録

措置履歴諸元

事業評価

点検計画策定

詳細調査

記録

点検結果

方針・計画見直し

不要

詳細調査の要否

経過観察

分類D

特定点検 住民通報等

全ての分類に共通

日常点検
（通常の道路パトロール）

臨時点検
（異常気象時等の道路パトロール）

分類B・分類C

分類D
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2.4. 維持管理指標 

 維持管理指標は、表 2.5 に示すとおり、道路の分類ごとに設定する。 

表 2.5 維持管理指標 

【解説】

 舗装の状態を定量的に判断する指標として維持管理指標を道路の分類ごとに設定した。ここで、維持管理

指標とは、以降に示す定期点検及び特定点検にて点検する項目を指す。

 重要な道路ほど舗装の状態を的確に把握・蓄積し、経年劣化・疲労破壊等による損傷の進行状況の分析や、

詳細調査・措置の判断に役立てるよう考慮した。

2.5. 管理目標と維持管理シナリオ 

 各分類における管理目標と維持管理シナリオは、表 2.6 に示すとおり、道路の分類ごとに設定する。 

表 2.6 管理目標と維持管理シナリオ 

【解説】

 全ての舗装を将来にわたって維持管理していくためには、メンテナンスに要するコストをできる限り抑制

することが重要である。このためには、アセットマネジメントの観点から適時適切な措置を行い、ライフサ

イクルコストを縮減することが必要であり、全ての舗装を予防保全的な措置が講じられる状態に保つことが

求められる。しかしながら、本市は膨大な延長の舗装を管理しており、全ての舗装について予防保全型維持

管理を行うことは極めて困難である。このため、重要度の高い分類 B に該当する道路については、予防保全

型維持管理により可能な限り常時良好な状態を保つよう、舗装の維持すべき状態として管理目標を設定した。

B 採用

C -

D

ひび割れ率

採用

採用

IRI

採用

-

設定しない
（ただし、目視観察により、損傷状況を評価）

わだち掘れ量

                    維持管理指標

 道路の分類

予防保全型

事後保全型

B

D

40%未満 40mm未満 8mm/m未満

道路の分類
維持管理

シナリオ

管理目標

ひび割れ率 わだち掘れ量 IRI

事後保全型

設定しない

設定しない

C

※ポットホールや段差などの安全性に関連する突発的な損傷が認められた場合は、

　一般交通に支障を及ぼさないよう、維持管理シナリオに関係なく速やかに対応する。
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一方、分類 C及び分類 D については、予防保全型維持管理の実現が難しいことから、あえて管理目標は設定

せず、事後保全型維持管理を行うこととした。ただし、一般交通に支障を及ぼさないよう配慮する必要があ

るため、ポットホールや段差などの安全性に関連する突発的な損傷（以下、「ポットホール等」という。）が

認められた場合は、維持管理シナリオに関係なく速やかに対応するものとした。

3. 点検・診断 

3.1. 点検の体系・種類 

 舗装の状態を把握するため、点検を行う。 

 舗装の点検は、日常点検、定期点検、特定点検、臨時点検に区分し、舗装の維持管理に必要な情報は定期

点検及び特定点検によって得ることを基本とする。 

【解説】

 舗装の点検は、以下のとおり区分する。

図 3.1 舗装の点検体系 

① 日常点検 

 日常点検は、舗装の異常の有無を確認し、損傷の早期発見を目的に行うものであり、「浜松市道路パト

ロール実施要領（浜松市土木部、平成 24 年度）」（以下、「パトロール要領」という。）の第 3 条に基づ
く「通常パトロール」により実施することを基本とする。なお、通常パトロールは、国道及び県道を対

象に原則月 3回以上、その他の道路については必要に応じて実施するものであり、舗装のほかに法面・
交通安全施設・橋梁・トンネル・街路樹等の状況についても車上目視により把握するため、パトロール

の対象路線における全ての舗装の損傷を的確に把握できない可能性があることに注意が必要である。

② 定期点検 

 定期点検は、舗装の補修・修繕の効率的な実施に向け、舗装の現状について必要な情報を得ることを

目的に定期的に行うものであり、路面性状測定車又は簡易な機器により路面の状態を調査することを基

本とする。

点検

日常点検

（通常パトロール）

定期点検

（分類B・分類C）

特定点検

（分類D）

臨時点検

（異常気象時等パトロール）
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③ 特定点検 

 特定点検は、定期点検を実施していない路線に対し、路面の損傷の有無及び状況を確認し、損傷の発

生原因を推定し、詳細調査・措置の必要性を判断することを目的に必要に応じて行うものであり、徒歩

による視認（目視で観察すること）を基本とする。このように、特定点検では舗装の状態を的確に把握

する必要があり、日常点検とは目的が異なることから、特定点検は確認対象を舗装に限定して行うもの

とする。

 なお、特定点検を適用する道路は、定期点検を実施しない分類 Dを基本とする。ただし、分類 B及び
分類 Cにおいて日常点検や住民通報等により発見・確認された損傷に対して、その状況を確認すること
を目的に必要に応じて特定点検を行う場合は、その適用を妨げない。

④ 臨時点検 

 臨時点検は、異常気象や地震等の発生により舗装の被害状況を緊急的に確認する必要が生じた場合に

実施する点検のことであり、パトロール要領の第 6条に基づく「異常気象時等パトロール」により実施
することを基本とする。

 舗装点検の概要を表 3.1のとおり示す。

表 3.1 舗装点検の概要 

3.2. 健全性の区分の位置付け 

 定期点検及び特定点検では、点検で得られた情報により、舗装の状態（健全性）を道路の分類に応じて設

定する「健全性の区分」に区分する。 

 健全性の区分は舗装の状態そのものを表す指標とし、分類 C及び分類 Dの措置の必要性は、健全性の区分

に現場状況を加味して判断する。 

【解説】

 定期点検及び特定点検では、点検で得られた情報により、舗装の状態（健全性）を道路の分類に応じて設

定する「健全性の区分（以下、「健全性区分」という。）」に区分（診断）する。重要度の高い分類 Bに該当す

る道路については、可能な限り管理目標を超過することがないよう健全性区分Ⅲの区間を解消するとともに、

予防保全型維持管理により健全性区分をⅠ又はⅡに保つ必要があることから、措置の必要性は健全性区分に

より判断する。一方、分類 C及び分類 Dについては、一般交通に支障を及ぼさないようポットホール等に速
やかに対応しつつ、主に健全性区分Ⅲの区間について事後保全型維持管理を行うことを基本としている。ま

点検種別 目的 対象路線 点検の対象、頻度・時期 点検方法 点検実施者

日常点検 損傷の早期発見
通常の

道路パトロール対象路線

国県道は原則月3回以上、

それ以外は必要により実施

パトロールカーからの視認
※必要により降車して確認

職員

定期点検

舗装全体の損傷状態と

健全性の確認及び

詳細調査・措置の必要性の確認

分類B・分類C
全車線を対象に

5年に1回を基本に実施

路面性状測定車または

簡易な機器による調査
点検業者

特定点検
舗装全体の損傷状態と

詳細調査・措置の必要性の確認

分類D
※必要により

分類B・分類Cにも適用可

確認が必要な箇所を対象に

必要により実施
徒歩による視認 職員

臨時点検 被害状況の緊急的な確認
異常気象時等の

道路パトロール対象路線

確認が必要な箇所を対象に

異常気象時に実施

パトロールカーからの視認
※必要により降車して確認

※危険な場合はみだりに行わない

職員
※必要により点検業者
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た、分類 C及び分類 Dの延長は合わせて約 8,000kmと膨大であることから、健全性区分Ⅲの区間が多数確
認される可能性があり、さらに、次回の点検までに全ての健全性区分Ⅲの区間を解消することは極めて困難

と考えられる。このため、分類 C 及び分類 D の措置の必要性の判断にあたっては健全性区分に加えて現場状

況を考慮し、舗装の状態が一般交通に支障を及ぼさない程度であれば、健全性区分がⅢであっても経過観察

とすることができるよう考慮した。

図 3.2 健全性の診断のイメージ 

3.3. 定期点検・特定点検と診断 

3.3.1. 分類 B の点検・診断 

 分類 B は、5 年に 1 回の頻度で路面性状測定車による定期点検を行う。分類 B の定期点検では、表層を修

繕することなく供用し続ける使用目標年数を設定し、これを表層の供用年数に照らして、健全性の診断を行

う。 

【解説】

 大型車交通量が多い分類 Bは損傷の進行が早く、特にアスファルト舗装は劣化の進行速度のばらつきが大
きいため、以降に示すとおり、表層を使い続ける目標期間として、使用目標年数を設定する。定期点検では、

維持管理指標を定期的に測定し、路盤以下の層を保護する表層等の機能及び当該道路に求められる走行性、

快適性の観点から、表層の供用年数に照らし使用目標年数まで供用し続けることが可能かどうか、という視

点で健全性の診断を行う。

※分類Bの措置の必要性は、健全性区分により判断する。健全性区分Ⅱの場合は補修、健全性Ⅲの場合は修繕を行うことを基本と
する。
※分類C及び分類Dの措置の必要性は、健全性区分及び現場状況を考慮し、舗装の状態が一般交通に支障を及ぼさない程度であれ
ば、健全性区分がⅢであっても経過観察とすることができる。

定期点検又は特定点検

（舗装の状態の把握）

健全性の診断

（舗装の状態の評価）

健全性区分Ⅱ 健全性区分Ⅲ健全性区分Ⅰ

補修措置不要措置不要 修繕経過観察

点
検

診
断

措
置

分類C・分類D 分類B 分類C・分類Dで

一般交通に支障が
ない程度の損傷

分類B・

分類C・分類D
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(1) 使用目標年数の設定 

 当面の間、使用目標年数は 20年とする。 

【解説】

使用目標年数は、劣化速度のばらつきが大きいアスファルト舗装において、表層の早期劣化区間の解消や、

表層の供用年数と損傷の状態に応じた適切な措置の実施といったきめ細かな管理を通じた長寿命化に向け、

表層を使い続ける目標期間として設定する年数である。管内の修繕実績の平均や大型車交通量区分等をもと

に設定することが考えられるが、本市では舗装の建設工事や修繕工事の履歴が十分に蓄積されていないため、

この算定が困難なことから、静岡県が採用する性能低下予測式（以下、「静岡県予測式」という。）（「社会資

本長寿命化計画舗装ガイドライン（改定版）（静岡県交通基盤部道路局道路保全課、平成 29年 3月）」）から
試算した使用目標年数を当面は用いることとする。試算にあたっては、以下について考慮した。

なお、算定にあたり必要な情報が蓄積された段階で本市独自の使用目標年数を設定し、適宜見直しを行う

ことで、予防保全型維持管理を発展させていくものとする。

① 静岡県予測式を用いた理由 

 本市は静岡県内に位置しており、交通量の多い国道及び県道については、本市と静岡県は管理境と

して隣接していることから、本市を出発地・目的地とする大型車交通は静岡県の管理道路を利用し

ている場合が想定される。

 平成 19 年 4 月の政令市移行以前は、国道及び県道を静岡県が管理しており、現在も当時の交通量
区分や地域区分を大きく逸脱しないと想定される。

 舗装の設計にあたり調査する気象（気温）、交通量（大型車交通量）等は全国平均よりも静岡県の

方が比較的近いと考えられる。（「舗装設計施工指針 平成 18年版（社団法人日本道路協会、平成 18
年 2月）」）

② 使用目標年数の設定 

 使用目標年数の設定にあたり使用した静岡県予測式を表 3.2～表 3.5、図 3.3に示す。

 表層等修繕を実施する健全性区分Ⅲ-1（ひび割れ率 C>40%、わだち掘れ量 D>40mm、IRI>8mm/m）にま
で到達する年数を静岡県予測式から推定（図 3.3）し、その中間値を使用目標年数として設定するものとする。

 これまでに実施した路面性状調査の結果から、分類 B に相当する道路における舗装状態の傾向としては、
ひび割れによる損傷が大きい（付図 5）ことから、ひび割れ率に関する静岡県予測式から推定した年数 19.3
年～21.7年の概ねの中間値である 20 年を、本市の使用目標年数として当面の間用いることとする。
 なお、ひび割れ率に関する使用目標年数の推定にあたっては、ひび割れ率に関する静岡県予測式のうち、

C6U、C6R、C5U、C5Rの性能低下予測式グループが本市における分類 Bに該当し得るものとして、当該グ
ループの性能低下予測式を採用した（表 3.2、表 3.3）。
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表 3.2 性能低下予測式グループ 

表 3.3 ひび割れ率性能低下予測式 

表 3.4 わだち掘れ深さ性能低下予測式 

表 3.5 IRI 性能低下予測式 

採用した静岡県予測式
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図 3.3 性能低下予測式による指標値の推移 

[表 3.2～表 3.5、図 3.3 の出典：社会資本長寿命化計画舗装ガイドライン（改定版）（静岡県交通基盤部道路

局道路保全課、平成 29年 3月）] 

約 21.7年（C5U）

約 20.5年（C6R）

約 20.0年（C5R）

約 19.3年（C6U）

約 51.0年（R）

約 60.0年（IRI）
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(2) 定期点検 

 分類 B の定期点検は、原則として、表 3.6 のとおり実施する。 

表 3.6 分類 Bの定期点検 

【解説】

 特に重要度が高い分類 Bは、分類 C及び分類 Dに比べてより綿密な点検を行う。

① 点検項目 

 前述のとおり、本市の管理道路における舗装状態の傾向としては、ひび割れによる損傷が大きく、わだち

掘れ量による損傷の程度は軽度であった（付図 5）ため、引き続きひび割れ率（コンクリート舗装の場合は

ひび割れ度）を採用した。加えて、わだち掘れ量及び IRIを採用し、これら 3指標を定期的に把握・蓄積す

ることで、経年劣化・疲労破壊等の進行状況の分析や、詳細調査及び措置の判断に役立てるとともに、本市

独自の使用目標年数の算定にあたり必要な情報を収集する。

② 点検方法 

高速かつ大量の測定を行う必要があるため、舗装調査・試験法便覧（社団法人日本道路協会、平成 19年 6
月）に基づき、路面性状測定車を用いて点検項目の測定を行う。路面性状測定車は、一般財団法人土木研究

センターによる「路面性状自動測定装置性能確認試験」に合格した車両で、かつ、当該試験の性能確認証書

の有効期間内の車両を用いる。ただし、IRI については、現時点で確認試験等がないため、舗装調査・試験
法便覧に基づくクラス 2相当が調査できる装置を用いる。

点検項目

・ひび割れ率[%]　（コンクリート舗装の場合は、ひび割れ度[cm/㎡]）

・わだち掘れ量[mm]
・IRI[mm/m]

点検方法
路面性状測定車を用い、舗装調査・試験法便覧

（社団法人日本道路協会、平成19年6月）に基づき測定

点検車線

全車線

（停車帯、IC、JCT部、右折車線、左折車線、旧道、未舗装道路を除く）

（上下線かつ2車線未満の幅員の場合は、代表として下り車線を点検）

評価単位
20m単位

（起終点、橋梁・トンネルの境界、路面種別の変化点、行政区境、車線数の変更点は分割）

位置情報 道路台帳　及び　世界測地系座標

点検頻度 5年に1回

集計方法 舗装調査・試験法便覧（社団法人日本道路協会、平成19年6月）に基づき集計
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③ 点検車線 

 舗装の疲労破壊の進行速度は、当該車線を通過する大型車交通量に影響されると考えられることから、同

一路線でも損傷の進行状況に違いが生じる可能性がある。これまで実施してきた代表車線に限定した点検で

は、舗装の状態評価に関して点検結果と現場実感のかい離が生じていたことから、このかい離を低減させる

ため、全ての点検項目において全車線を点検することとした。ただし、停車帯、IC、JCT 部、付加車線（右

折車線及び左折車線）、旧道及び未舗装道路は点検車線から除くことを基本とするが、舗装の維持管理上、こ

れらの車線の点検が必要と考えられる場合は、この限りではない。また、上下線であっても 2車線以上の幅

員が確保されていない場合は、代表として下り線を点検する。

 このように、全車線を点検することで必要最小限の補修・修繕範囲の設定が可能となることから、補修・

修繕に係る費用の縮減が期待される。

 なお、点検車線には、図 3.4のとおり車線番号を付す。

図 3.4 点検車線の車線番号の付け方 

④ 評価単位 

評価単位（単一区間と見なす単位延長）は、局所的な損傷も抽出できるよう、全ての点検項目において 20m

を標準とする。ただし、以下に示す変化点においては、評価単位を分割する。

 道路台帳における起終点

 橋梁（ボックスカルバートを除く）及びトンネルの境界

 路面種別（アスファルト舗装及びコンクリート舗装）の変化点

 行政区境

 車線数の変更点（停車帯・右折車線・左折車線を除く）

⑤ 位置情報 

 位置情報は、道路台帳により管理するとともに、評価単位の起終点を世界測地系座標（緯度・経度）にて

取得する。

⑥ 点検頻度 

点検頻度は、5年に 1回を基本とする。

片側4車線

片側3車線 ④

片側2車線 ③ ③

片側1車線 ② ② ②

下り ① ① ① ①

上り ① ① ① ①

② ② ②

③ ③

④

中央線

○内の数字は車線番号
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⑦ 集計方法 

 測定結果の集計方法は、舗装調査・試験法便覧及び以下に準じる。

 ひび割れ率又はひび割れ度

 アスファルト舗装においてはひび割れ率、コンクリート舗装においてはひび割れ度を、メッシュ

法で 20mごとに算出し、その値をもって評価単位のひび割れ率又はひび割れ度とする。
 わだち掘れ量

10mごとに計測したわだち掘れ量の最大値を評価単位のわだち掘れ量とする。
 IRI 

 測定した縦断プロファイルデータ（路面形状）を用い、QCシミュレーションにより IRIを 20m
ごとに算出し、その値をもって評価単位の IRIとする。また、点検結果を「路面性状データ一覧表
（様式－2）」（付録－3）に記録する際、20m及び 100mごとの集計結果を記載することから、評価
単位が複数の区間にわたって連続する箇所（例えば、20m×5区間＝100m）において、当該区間に
おける評価単位（20m）ごとの IRI の平均値は、当該区間（100m）を 1 つの区間としてみなして
算出した場合の IRIと同じ値となるよう集計する。
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(3) 健全性の診断 

 分類 B の健全性は、定期点検で得られた情報（ひび割れ率、わだち掘れ量、IRI）により、以下の区分に診

断する。 

表 3.7 分類 Bの健全性の診断区分 

【解説】

 分類 Bの定期点検では、定期点検で得られた情報により、舗装の健全性を表 3.7に示す 4区分に診断する。
健全性区分の診断にあたっては、ひび割れ率、わだち掘れ量、IRI のうち、最も損傷の程度が大きいものを当

該区間の健全性の診断を判定する指標として採用し、その損傷の程度と表層の供用年数から、表層を使用目

標年数まで供用し続けることが可能かどうか、という視点で健全性区分を判定する。

 なお、本市では舗装の建設工事や修繕工事の履歴が十分に蓄積されていないことから、表層の供用年数が

不明な区間が多数存在することが懸念される。この場合、特に健全性区分Ⅲ-1及びⅢ-2の判定が困難になる
ことから、路盤以下の層の損傷が想定される場合（沈下を伴うひび割れや細粒分の噴出を伴うひび割れが発

生している場合）は健全性区分Ⅲ-2と判定し、そうでない場合は健全性区分Ⅲ-1と判定する。

ひび割れ率

C[%]

わだち掘れ量

D[mm]

IRI

[mm/m]

Ⅰ
≪損傷レベル小≫
管理目標に照らし、劣化の程度が小さく、舗装表面が健

全な状態である。

0 ≦ C ＜ 20 0 ≦ D ＜ 20 0 ≦ IRI ＜ 3

Ⅱ
≪損傷レベル中≫

管理目標に照らし、劣化の程度が中程度である。
20 ≦ C ＜ 40 20 ≦ D ＜ 40 3 ≦ IRI ＜ 8

Ⅲ
≪損傷レベル大≫

管理目標に照らし、それを超過している又は早期の超過

が予見される状態である。

Ⅲ-1
表層等修繕

表層の供用年数が使用目標年数を超える場合

（路盤以下の層が健全であると想定される場合）

Ⅲ-2
路盤打換え等

表層の供用年数が使用目標年数未満である場合

（路盤以下の層が損傷していると想定される場合）

※ここで、表層機能とは、路盤以下の層を保護する表層等の機能を示すものである。
※ポットホールや段差などの安全性に関連する突発的な損傷が認められた場合は、一般交通に支障を及ぼさないよう、管理基準に関係なく

　速やかに対応する。

40 ≦ C 40 ≦ D 8 ≦ IRI

修繕段階

健全

表層機能保持段階

区分 状態

管理基準

管理目標 
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3.3.2. 分類 C の点検・診断 

 分類 Cは、5 年に 1回の頻度で簡易な機器による定期点検を行い、健全性の診断を行う。 

【解説】

 大型車交通量が少ない分類 Cは損傷の進行が緩やかであるが、分類 Dと比較すると大型車交通量は多く、
国道・県道・1級市道等の比較的重要な道路が該当することから、5年に 1回の頻度で行う定期点検で維持管
理指標を定期的に測定し、健全性の診断を行う。

(1) 定期点検 

 分類 Cの定期点検は、原則として、表 3.8 のとおり実施する。 

表 3.8 分類 Cの定期点検 

【解説】

 分類 Cは、表層等の事後保全的、かつ、計画的な修繕による路盤以下の層の保護を維持管理の基本とする
ため、分類 Dに比べてより綿密な点検を行う。

① 点検項目 

 前述のとおり、本市の管理道路における舗装状態の傾向としては、ひび割れによる損傷が大きい（付図 5）

ため、ひび割れ率を採用した。以降に示すとおり、分類 Cの定期点検では簡易な機器によりひび割れ率を測
定し、健全性を診断するため、わだち掘れ量及び IRI による健全性の診断は行わないが、この測定を妨げる
ものではない。

点検項目 ・ひび割れ率[%]

点検方法
簡易な機器を用い、舗装調査・試験法便覧
（社団法人日本道路協会、平成19年6月）を参考に測定

点検車線

全車線

（停車帯、IC、JCT部、右折車線、左折車線、旧道、コンクリート舗装道路、未舗装道路を除く）
（上下線かつ2車線未満の幅員の場合は、代表として下り車線を点検）

評価単位
20m単位

（起終点、橋梁・トンネルの境界、路面種別の変化点、行政区境、車線数の変更点は分割）

位置情報 道路台帳　及び　世界測地系座標

点検頻度 5年に1回

集計方法 舗装調査・試験法便覧（社団法人日本道路協会、平成19年6月）を参考に集計
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② 点検方法 

 高速かつ大量の測定を行う必要がある一方で、分類 Cは分類 Bに比べて重要度が低いことから、簡易に路
面の状況を取得可能な装置を搭載した車両（以下、「簡易測定車」という。）を用いて点検項目の測定を行う。

測定にあたっては、舗装調査・試験法便覧を参考とする。

 なお、簡易測定車のひび割れ測定性能については、必要な精度を満足していることが本市により認められ

たものとする。

 必要な精度を満足している簡易測定車の例を以下に示す。

必要な精度を満足している簡易測定車の例 

③ 評価単位 

 分類 Bと同様とする。

④ 点検車線 

 分類 Bと同様とする。さらに、コンクリート舗装については、現時点で実用化されている簡易測定車で適
用可能なものが少なく、延長も約 34km と少ないことから、点検対象から除くことを基本とする。ただし、
舗装の維持管理上、点検が必要と考えられる場合は、特定点検において必要な情報を得ることとする。

⑤ 位置情報 

 分類 Bと同様とする。

⑥ 点検頻度 

点検頻度は、5年に 1回を基本とする。

⑦ 集計方法 

 舗装調査・試験法便覧を参考に、分類 Bのひび割れ率と同様の集計を行うことを基本とする。

 一般財団法人土木研究センターによる「路面性状自動測定装置性能確認試験」で、ひび割れ測定

性能の性能確認試験に合格した車両で、かつ、当該試験の性能確認証書の有効期間内の車両

 幅 1mm 程度のひび割れが検出可能な装置を搭載した車両で、かつ、同一区間の繰り返し測定に

よる測定結果のばらつきが小さいことが、点検実施者等による検証により事前に確認できるもの

 道路管理者（国、地方公共団体等）が発注した路面性状測定の業務において、ひび割れを測定し

た実績があるもの（実証実験などの試行的な測定は除く）
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(2) 健全性の診断 

 分類 Cの健全性は、定期点検で得られた情報（ひび割れ率）により、以下の区分に診断する。 

表 3.9 分類 Cの健全性の診断区分 

【解説】

 分類 C の定期点検では、定期点検で得られた情報（ひび割れ率）により、舗装の健全性を表 3.9 に示す 3
区分に診断する。

管理基準

ひび割れ率

C[%]

Ⅰ
管理基準に照らし、劣化の程度が小さく、舗装表面

が健全な状態である。
0 ≦ C ＜ 20

Ⅱ 管理基準に照らし、劣化の程度が中程度である。 20 ≦ C ＜ 40

Ⅲ
管理基準に照らし、それを超過している又は早期の

超過が予見される状態である。
40 ≦ C

※ポットホールや段差などの安全性に関連する突発的な損傷が認められた場合は、
　一般交通に支障を及ぼさないよう、管理基準に関係なく速やかに対応する。

損傷レベル大

損傷レベル中

区分 状態

損傷レベル小
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3.3.3. 分類 D の点検・診断 

 分類 D は、必要に応じて特定点検を行い、健全性の診断を行う。 

【解説】

 大型車交通量が少ない分類 Dは損傷の進行が極めて遅いと考えられ、また、ストック量が膨大であること
から、計測機器を用いた計画的な点検の実施が極めて困難である。このため、日常点検や住民通報等により

発見・確認された損傷に対して必要に応じて特定点検を行い、得られる情報をもとに適切な管理を行う。（分

類 B 及び分類 C のような定期的な点検は行わない。）特定点検では、損傷の有無及び状況を確認し、詳細調
査・措置の必要性の観点から、健全性の診断を行う。

(1) 特定点検 

 分類 D の特定点検は、原則として、表 3.10 のとおり実施する。 

表 3.10 分類 D の特定点検 

【解説】

分類 D は、日常点検や住民通報等により発見・確認された損傷に対し、必要に応じて行う表層等の事後保

全的な修繕による路盤以下の層の保護を維持管理の基本としている。また、分類 Dのストック量は膨大であ
り、限られた予算内で計測機器を用いた計画的な点検を行うことは極めて困難であることから、リスクベー

スメンテナンスの考え方に基づき、最小限必要な点検内容として、損傷の有無・状況、詳細調査・措置の必

要性等を判断する上で必要な情報の確認を行う。

① 点検項目 

目視による確認が可能な範囲で、損傷の有無及び状況を確認し、損傷の発生原因を推定し、詳細調査及び

措置の必要性を判断する上で必要な情報を収集する。あえてひび割れ率等の点検項目は設定せず、現地での

数値計測は不要とした。（必要により数値計測を行うことは妨げない。）

点検項目

目視で可能な範囲の、

・損傷の有無・状況の確認

・損傷の発生原因の推定

・詳細調査・措置の必要性を判断する上で必要な情報の収集

点検方法
徒歩による視認

（必要に応じてスケール測定、車両走行による感覚評価）

点検車線
全車線
（必要な箇所のみ）

評価単位
同一路線内で、同じ健全性が連続する区間
（橋梁・トンネルの境界、路面種別の変化点、行政区境、車線数の変更点は分割）

位置情報 道路台帳　及び　世界測地系座標

点検頻度
随時

（必要に応じて実施）
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② 点検方法 

徒歩による視認（目視で観察すること）を基本とする。なお、特定点検では損傷の状態を的確に把握する

必要があることから、損傷の早期発見を目的に行う日常点検とは性格が異なるため、確認対象を舗装に限定

して行うものとする。（特定点検の代わりとして日常点検を行うことはできない。）

 特定点検では「特定点検記録様式（様式－5）」を作成するものとし、当該様式に付属の「目視判定シート」
（付録－2）を参考に健全性の診断を行う。

 また、特定点検にあたっては、以下の器具等を携行・使用する。

 メジャー

 スケール（必要に応じて使用）

 カメラ

 点検対象路線の平面図

 特定点検記録様式（様式－5）
 ポットホールや段差などの応急措置に必要な器具・補修材

③ 点検車線 

 全車線のうち、日常点検や住民通報等により発見・確認された損傷が存在する箇所など、損傷の有無及び

状態の確認が必要な箇所に限定して点検する。

④ 評価単位 

評価単位は、同一路線内で同じ健全性区分が連続する区間とする。ただし、以下に示す変化点においては、

評価単位を分割する。

 橋梁（ボックスカルバートを除く）及びトンネルの境界

 路面種別（アスファルト舗装及びコンクリート舗装）の変化点

 行政区境

 車線数の変更点（停車帯・右折車線・左折車線を除く）

⑤ 位置情報 

 分類 Bと同様とする。

⑥ 点検頻度 

点検頻度は、随時（必要に応じて実施）とする。あえて点検頻度は設定せず、必要に応じて実施するもの

とした。特定点検を実施する契機として、以下のような場合が想定される。

 日常点検において損傷を発見したとき

 住民等による損傷発見の通報があったとき
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(2) 健全性の診断 

 分類 D の健全性は、特定点検で得られた情報により、以下の区分に診断する。 

表 3.11 分類 D の健全性の診断区分 

【解説】

 分類 D の特定点検では、特定点検における目視で得られた情報により、舗装の健全性を表 3.11 に示す 3
区分に診断する。

 健全性の診断にあたっては、付録－2の「損傷評価の例（特定点検）」を参考とする。

管理基準に照らし、劣化の程度が小さく、舗装表面

が健全な状態である。

管理基準に照らし、劣化の程度が中程度である。

管理基準に照らし、それを超過している又は早期の

超過が予見される状態である。

管理基準

ひび割れ率

C[%]

わだち掘れ量

D[mm]

IRI

[mm/m]

重度
（左右両輪の通過部や車線内全面に渡る亀甲状のひび

割れや、走行時に強いうねりや揺れが認識される状態）

中程度

軽度損傷レベル小Ⅰ

損傷レベル中Ⅱ

損傷レベル大Ⅲ

※ポットホールや段差などの安全性に関連する突発的な損傷が認められた場合は、一般交通に支障を及ぼさないよう、

　管理基準に関係なく速やかに対応する。

区分 状態
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4. 詳細調査 

4.1. 詳細調査の体系・種類 

 定期点検又は特定点検の結果、路盤以下の層の損傷が疑われる場合は、適切な措置が講じられるよう、詳

細調査を実施する。 

【解説】

 定期点検又は特定点検の結果、路盤以下の層の損傷が疑われる場合は、適切な措置が講じられるよう、舗

装及び路床の状態や損傷の発生原因、舗装構造等を詳細に把握する必要がある。このため、必要に応じて切

取りコアの採取、FWDによるたわみ量測定、開削調査及び CBR試験を実施する。

図 4.1 舗装の詳細調査体系 

① 切り取りコアの採取（コア抜き調査） 

 コア抜き調査は、アスファルト混合物層の構成やひび割れの深さ・幅等の把握を目的に行うものである。

② たわみ量測定（FWD 調査） 

FWD調査は、舗装表面のたわみ量を測定するものであり、舗装及び路床の支持力が十分であるのか、また
解析によりどの層が損傷しているかを推定することができる。ただし、対象箇所の舗装構成が不明な場合は

適用できないため、開削調査等により事前に舗装構成を把握する必要がある。

③ 開削調査及び CBR 試験 

 開削調査は、舗装全体の構成の把握を目的に行う。また、採取した試料を用いた CBR試験により、路床の
支持力を把握することができ、加えて損傷の原因を特定できる場合が多いため、より確かな修繕工法の選定

に役立てられる。

 詳細調査の概要を表 4.1のとおり示す。調査の実施にあたっては、舗装調査・試験法便覧を参考とする。

詳細調査

切取りコアの採取

（コア抜き調査）

たわみ量測定

（FWD調査）

開削調査 ＋ CBR試験



28 

表 4.1 詳細調査の概要 

4.2. 詳細調査の選定方法 

 詳細調査は、図 4.2 に示すフローにしたがって行う。 

図 4.2 詳細調査の選定フロー 

【解説】

 効率的かつ経済的な修繕工法を選定するため、以下の場合は、詳細調査を実施することが望ましい。

 ただし、過去に類似の損傷事例や対応実績があり、定期点検又は特定点検だけで損傷の分類や原因が推定

できる場合には、詳細調査を省略することもできる。

 なお、測点数の基本的な考え方は図 4.2 のとおりであるが、調査対象区間の延長や調査時の交通規制の要

否などの現場状況に応じて変更できるものとする。

調査種別 目的 対象区間 調査方法 調査の箇所、測点数 調査実施者

コア抜き調査
アスファルト混合物層の構成と

ひび割れ深さ・幅等の把握
S002 現場状況により決定 業務委託

FWD調査

舗装・路床の支持力の推定と

舗装（表層～路盤）の

健全性の確認

S047 現場状況により決定 業務委託

開削調査
及び

CBR試験

舗装構成と

路床の支持力の把握

S002
及び

S041

舗装構成の把握状況
により異なる

（図4.2）

業務委託

分類Bで

健全性区分がⅢ-2の区間

または

それ以外の区間で

路盤以下の層の損傷が

疑われる場合

※調査方法欄の英数字は、「舗装調査・試験法便覧」（社団法人日本道路協会、平成19年6月）における略号である。

分類BかつⅢ-2
または

それ以外で路盤以下の層の

損傷が疑われる

沈下を伴うひび割れ

または

細粒分の噴出を伴うひび割れが

発生している

舗装構成が把握できている

YES

開削調査

A および B
FWD調査

開削調査

B
FWD調査

NO

定期点検 または 特定点検

コア抜き調査 FWD調査

NO

詳細調査

不要

NO

YES

YES

　開削調査の測点数は、以下を基本とする。CBR試験も併せて行う。
　　　A　（舗装構成の把握が目的）　　3箇所以上/対象区間

　　　B　（損傷原因の特定が目的）　　1箇所以上/沈下・噴出箇所

　FWD調査の測点数は、現場状況に応じて決定する。

コア抜き調査の測点数は、現場状況に応じて決定する。

測点数の考え方
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 路面性状のみでは破損の範囲を深さ方向に特定しにくい場合

 沈下を伴ったひび割れや細粒分の噴出を伴うひび割れ等が発生し、破損の特徴から支持力不足が考えら

れる場合

 当初の設計交通量よりも著しく交通量が増加している場合

5. 措置 

5.1. 措置の体系・種類 

 健全性の診断に基づき、必要な措置を講ずる。 

【解説】

 舗装の措置は、以下のとおり区分する。

図 5.1 舗装の措置体系 

① 応急措置 

 応急措置は、日常点検や特定点検等において、ポットホール等が発見された場合に、道路利用者への被害

を未然に防ぐため、点検作業の範囲内で行うことができる程度の応急的に講じられる措置をいう。ポットホ

ールの穴埋めや段差のすりつけなどが該当する。

② 経過観察 

 経過観察は、健全性の診断及び現場状況の確認の結果、当面は修繕の適用を見送ると判断した箇所に対し、

損傷の挙動を追跡的に把握するため観察することをいう。なお、経過観察を適用する道路は分類 C及び分類
Dを基本とする。

③ 補修 

 補修は、現状の舗装の機能を維持するため（構造的な強度低下を遅延させるため）に反復して行う措置の

ことをいう。補修工法には、パッチング工法、シール材注入工法などがある。これらの措置については表層

が更新されないため、表層の供用年数は継続して累積させていくものとして取り扱う。

措置

応急措置

経過観察

（分類C・分類D）

補修

修繕
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④ 修繕 

 修繕は、舗装を当初の機能まで回復させるために行う措置のことをいう。修繕工法には、打換え工法、オ

ーバーレイ工法、切削オーバーレイ工法などがある。これらの措置については表層が更新されるため、表層

の供用年数は新たに累積させていくものとして取り扱う。

 措置の概要を表 5.1のとおり示す。

表 5.1 措置の概要 

5.2. 応急措置 

 日常点検や特定点検等において、ポットホールや段差などが発見された場合は、応急措置を行うことを基

本とする。 

【解説】

ポットホールや段差などの損傷は、放置すると道路利用者への被害（歩行者や自転車の転倒、自動車のパ

ンク等）や交通事故の誘因となる恐れがあるため、これを速やかに解消する必要がある。このため、日常点

検や特定点検においてポットホール等が発見され、一般交通に支障を及ぼす恐れがある場合は、日常点検又

は特定点検の作業の範囲内で行うことができる程度の応急的な措置（応急措置）を講ずる。応急措置に使用

する材料は、損傷の規模、天候等の現場状況に応じて、施工が簡易で即時交通解放可能なもの選定すること

が望ましい。

 なお、ポットホール等が頻繁に発生する場合は、路盤以下の層の損傷が疑われる場合もある。この場合、

詳細調査が必要なことに留意する。

5.3. 経過観察 

 経過観察は、健全性の診断及び現場状況の確認の結果、当面は修繕の適用を見送ると判断した箇所に対し

て行うことを基本とする。経過観察では、当該箇所がポットホール等の危険な損傷に発展していないかどう

か、日常点検等において確認する。 

【解説】

 前述のとおり、分類 C及び分類 Dの措置の必要性の判断にあたっては健全性区分に加えて現場状況を考慮
し、舗装の状態が一般交通に支障を及ぼさない程度であれば、健全性区分がⅢであっても当面は修繕の適用

を見送ることができるよう考慮した。

措置種別 目的 対象路線 措置の対象 措置方法 措置実施者

応急措置 道路利用者被害の防止 全路線 ポットホール、段差等

ポットホールの穴埋め、
段差のすりつけ等

※点検作業の範囲内で行える

程度の応急的な措置

職員・施工業者

経過観察 損傷の挙動の追跡的な把握 分類C・分類D

健全性区分Ⅲの区間で、

当面は修繕の適用を

見送ると判断した箇所

日常点検等において、

ポットホール等の危険な損傷に

発展していないか確認

職員

補修 舗装機能の維持
分類B

※現場状況により

分類C・分類Dにも適用可

健全性区分Ⅱの区間
パッチング工法、
シール材注入工法等

施工業者

修繕 舗装機能の回復 全路線 健全性区分Ⅲの区間
打換え工法、

オーバーレイ工法等
施工業者
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経過観察は、この「当面は修繕の適用を見送ると判断した箇所」に対し、損傷の挙動を追跡的に把握する

ために観察するものとし、日常点検等において、当該箇所がポットホール等の危険な損傷に発展していない

かどうか、という視点で確認する。 

 なお、経過観察を適用する道路は分類 C及び分類 Dを基本とする。

5.4. 補修 

 補修は、分類 Bの定期点検において健全性区分Ⅱと診断された区間に対して行うことを基本とする。 

 補修工法の選定にあたっては、健全性の診断に基づき、現場状況に適した工法を選定する。 

【解説】

分類 Bの定期点検で健全性区分Ⅱと診断された区間については、現状の舗装の機能を維持するため、路盤

以下の層の保護等の観点から、ひび割れ部へのシール材注入や薄層オーバーレイなどの使用目標年数を意識

した措置（補修）を講ずる。

補修工法の選定にあたっては、健全性の診断に基づき、表 5.2 に示す補修工法選定マトリックスを参考に、

現場状況に適した工法を選定する。 

 なお、現場状況に応じて、分類 C及び分類 Dで健全性区分Ⅱ又はⅢと診断された区間に適用することを妨
げない。



32

表 5.2 補修工法選定マトリックス 

切削オーバレイ

≪わだち掘れ量25mm以上≫

シール材注入

≪線状ひび割れ≫

≪ひび割れ率20%～30%≫

シール材注入　＋　パッチング

または
局部打換え

≪局所的な亀甲状ひび割れ≫
≪ひび割れ率20%～30%≫

修繕工法フロー

から選択

　　　　　　　わだち掘れ量

ひび割れ率

損傷レベル小 損傷レベル中 損傷レベル大

20mm未満 20mm以上　　40mm未満 40mm以上

損

傷

レ
ベ

ル
小

20%未満 措置不要

薄層オーバーレイ

（リフレクションクラック抑制型）

≪摩耗わだち≫

修繕工法フロー
から選択

切削

≪流動わだち≫

損

傷

レ
ベ

ル
中

20%以上

40%未満

薄層オーバーレイ
（リフレクションクラック抑制型）

≪わだち掘れ量25mm未満≫

切削オーバーレイ

≪わだち掘れ量25mm以上≫
修繕工法フロー
から選択

薄層オーバーレイ
（リフレクションクラック抑制型）

≪広範囲の面的ひび割れ≫

≪ひび割れ率30%～40%≫

損

傷

レ
ベ

ル
大

40%以上
修繕工法フロー
から選択

修繕工法フロー
から選択

※損傷レベルを区分するひび割れ率及びわだち掘れ量は、分類Bの健全性の診断における目安である。
※分類C及び分類Dで健全性区分Ⅱ又はⅢと診断された区間においても補修することを妨げないが、その必要性を十分に検討すること。

※≪　≫内には、当該補修工法を適用するのが望ましい舗装の損傷を目安として示している。
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5.5. 修繕 

 修繕は、定期点検又は特定点検で健全性区分Ⅲと診断された区間に対して行うことを基本とする。 

 修繕工法の選定にあたっては、健全性の診断に基づき、現場状況に適した工法を選定する。 

【解説】

定期点検又は特定点検において、健全性区分Ⅲと診断された区間（分類 C及び分類 Dにあっては、経過観
察とせず、修繕を行うべきと判断した区間）については、舗装を当初の機能まで回復させるため、切削オー

バーレイや路盤打換えなどの措置（修繕）を講ずる。

修繕工法の選定にあたっては、以下に示す修繕工法選定フロー（図 5.2～図 5.5）を参考に、健全性区分と

現場状況に適した修繕工法を選定する。 

図 5.2 修繕工法選定フロー 

 修繕工法選定フロー①（図 5.3） 

 詳細調査の結果、路盤以下の層の損傷が認められた場合は、適切な修繕設計に基づく措置（詳細調査を踏

まえた修繕措置（路盤打換え等））を講ずる。

 修繕工法選定フロー②（図 5.4） 

 路盤以下の層の損傷が認められない場合は、アスファルト混合物層の経年劣化や疲労破壊が損傷の原因と

想定される。特に重要度の高い分類 Bは、切削オーバーレイ（表層等）を中心とした工法による修繕措置（表

健全性区分がⅢである

分類BかつⅢ-2
または

それ以外で路盤以下の層の

損傷が疑われる

詳細調査の結果、

路盤以下の層の損傷が

認められた

定期点検 または 特定点検

修繕工法選定フロー① 修繕工法選定フロー②

分類Bで
健全性区分がⅢ-1である

修繕工法選定フロー③

NO

NO

NO

NO

YES

YES

YES

YES

YES

措置不要 または 補修
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層等修繕）を講ずることで、分類 C及び分類 Dに比べて重点的に舗装機能の回復を図る。

 修繕工法選定フロー③（図 5.5） 

 分類 C 及び分類 D は、分類 B に比べて大型車交通量が少なく、重要度も低いことから、オーバーレイを
中心とした工法による措置を講ずる。
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図 5.3 修繕工法選定フロー① 

損傷の形態、現状の舗装構成を確認

路床を含めた舗装全体の健全度を評価（①）

舗装全体の健全度
に問題あり

〔D0＜基準値〕

（D0：載荷点直下のたわみ量）

路床の支持力を評価（②）

舗装全体の健全度
に問題なし

〔D0≧基準値〕

現状の路床に問題あり
〔現状の路床CBR＜3〕

現状の路床に問題なし
〔現状の路床CBR≧3〕

（現状の路床CBR）

舗装体の健全度を評価（③）

（TA：等価値換算厚）

不足TA＞15 5＜不足TA≦15 不足TA＜5

As混合物層に問題あり
〔E＜6,000MPa〕

As混合物層に問題なし
〔E≧6,000MPa〕

（E：アスファルト安定処理層
を含めたアスファルト混合
物層の弾性係数(MPa)）

路盤打換え
（路床改良含む）

アスファルト混合物層の強度を評価（④）

As混合物層に問題あり
〔E＜6,000MPa〕

As混合物層に問題なし
〔E≧6,000MPa〕

（E：アスファルト安定処理層
を含めたアスファルト混合
物層の弾性係数(MPa)）

アスファルト混合物層の強度を評価（④）

路床にまで至
る損傷

表層・基層・路
盤までの損傷

切削オーバレイ 路上路盤再生又は

施工コスト
（ただし、施工数量・工法による）

低 高

交通規制や補償も含めたトータルコスト、嵩上げ可否、
施工時の騒音・振動対策（沿道環境）などの外部環境
を踏まえて適切な工法を選択

QRP工法 路盤打換え又は

施工コスト
（ただし、施工数量・工法による）低 高

交通規制や補償も含めたトータルコスト、嵩上げ可否、
施工時の騒音・振動対策（沿道環境）などの外部環境
を踏まえて適切な工法を選択

アスファルト混合物層（表層・基層）

アスファルト安定処理層（上層路盤）

クラッシャラン等（下層路盤）

路床

④
③

②

①

各層の評価対象イメージ

不足TAの解消が必要
不足TAは少ないが、As混合物
層に問題があるため、既設As

混合物層の修繕が必要

不足TAの解消と併せ、既
設As混合物層の修繕が必

要

As混合物層は問題がなく、そ
の下の層が原因と考えられる
ため、既設路盤の修繕が必要

TAが大きく不足するため、
既設As混合物層・既設路
盤を含めた修繕が必要

舗装構造に問題はないた
め、路面損傷を補修

既設路床を含めた修繕が
必要

路上路盤再生 又は 切削オーバレイ 切削オーバレイ

〔〕内の記載はFWD調査を実施した場合の目安値
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図 5.4 修繕工法選定フロー② 

図 5.5 修繕工法選定フロー③

損傷の形態、現状の舗装構成を確認

切削オーバーレイ詳細調査

沈下を伴う ひび割れや細粒分の噴出
を伴う ひび割れがある場合など路盤

以下の劣化が疑われる場合

損傷の形態、現状の舗装構成を確認

タックコート＋
薄層オーバーレイ

(ﾘﾌﾚｸｼｮﾝｸﾗｯｸ抑制型)
詳細調査

沈下を伴うひび割れや細粒分の噴出

を伴うひび割れがある場合など路盤

以下の劣化が疑われる場合

タックコート＋
オーバーレイ切削オーバーレイ

※嵩上げが困難な場合は切削

オーバレイを選択

※嵩上げが困難な場合は切削

オーバレイを選択

現状の表基層厚t
10cm＜t

(5≧不足TA)

現状の表基層厚t
5cm＜t≦10cm

(2.5＜不足TA≦5.0)

現状の表基厚t
t≦5.0cm

(不足TA≦2.5)
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6. 長寿命化計画 

6.1. 長寿命化計画の体系・種類 

 分類 B 及び分類 Cの優先順位を明確にして計画的に維持管理を実施するとともに、維持管理に係るライフ

サイクルコストを縮減し、予算の平準化に取り組むため、長寿命化計画を策定する。 

 長寿命化計画は点検計画、修繕計画で構成する。 

 また、将来的に必要となる舗装の維持管理費用を把握するともに、修繕計画の最適化を図るため、適切な

時期に中長期的なコストの見通しについて検討を行う。 

【解説】

 分類 B及び分類 Cの維持管理にあたっては、まず 5年に 1回の定期点検を確実に行うことが求められる。
その上で、定期点検で健全性区分Ⅲと診断された区間を中心に、区間毎の優先順位を明確にした修繕計画に

基づき、着実に措置を行っていくことが必要である。

 また、維持管理に係るライフサイクルコストの縮減と予算の平準化を実現していくため、中長期的に必要

と見込まれる維持管理費用を把握することも不可欠である。

 以上から、定期点検を対象とする点検計画、及び最新の定期点検結果に基づき実施する補修・修繕を対象

とした修繕計画から構成される長寿命化計画を策定するものとする。また、中長期的なコストの見通しにつ

いて、適切な時期（必要な情報が蓄積できた段階）にとりまとめるものとする。

 なお、長寿命化計画は、「インフラ長寿命化基本計画（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会

議、平成 25年 11月）」で規定される長寿命化計画（個別施設計画）と同義である。

図 6.1 舗装の長寿命化計画の体系 

長寿命化計画

点検計画

修繕計画
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6.2. 点検計画 

 分類 B 及び分類 Cの定期点検を、5年に 1回の頻度で確実に実施するため、予め点検計画を定める。 

 点検計画は、道路の新設・拡幅・移管・廃止や道路の分類の見直しに伴って点検対象路線に増減が生じる

場合や、現場状況に応じて点検年度を変更する必要がある場合等に留意し、点検費用の平準化や業務発注の

効率化も考慮して策定し、少なくとも 5年に 1回の頻度で更新する。 

【解説】

 定期点検の対象路線は、いずれも 5年に 1回の頻度を基本に点検を実施する。このため、これまでに点検
が実施されているか、前回の点検はいつ行われているか把握した上で、次回の点検をいつ実施するべきか、

点検費用や業務発注の効率化も踏まえた上で点検計画を策定し、必要に応じて更新する。

 点検計画の策定・更新にあたっては、以下について考慮する。

① 点検計画の策定・更新の基本的な考え方 

点検計画は、対象路線の点検が 5年で 1巡するように少なくとも 5年先まで、可能な場合は 10 年先まで、
分類ごとに策定する。計画策定にあたっての基本的な考え方は、前回の実施年度から 5年後に次回点検を行
うことである。ただし、橋梁、舗装等の修繕工事や占用工事等により点検が実施できない場合は点検間隔の

変更が必要になるため、5 年より短い間隔での点検の実施と必要に応じて点検計画を更新することを検討す
る。

 また、策定した点検計画は、新設、拡幅、移管、廃止や道路の分類の見直しに伴い、新たに点検対象に加

わる路線や点検対象から外れる路線を考慮して更新する必要がある。前述のとおり、道路の分類は点検が 1
巡するまでは変更しないことから、点検計画についても同様に点検が 1巡するまでは変更しないものとする。
このため、少なくとも次の点検サイクルが開始される前年度までには点検計画を更新する必要がある。

② 点検費用や業務量の平準化、業務の効率化の検討 

 定期点検は、道路の供用を継続する限り、5 年に１回の頻度を基本に実施しなければならないため、膨大
な延長の道路を管理する本市においては多額の点検費用が必要となる。また、厳しい財政状況の下で確保で

きる舗装の維持管理費は限られていることから、特定の年度に膨大な延長の点検や損傷の進行が早い路線の

点検を集中させてしまうと、次年度以降に実施する補修・修繕に係る費用が不足する恐れがある。このため、

年度ごとの点検費用と業務量の平準化を図ることが非常に重要である。

一方で、点検費用の平準化を優先するあまり、業務の効率を下げることがないよう、十分に配慮する必要

もある。点検対象である分類 B及び分類 Cの路線数は合わせて 800路線以上と非常に多いため、同一路線は
同一年度に点検を実施したり、点検対象の延長と路線数をバランスよく組み合わせたりすることで業務効率

化を考慮する必要がある。（点検費用の平準化を優先するあまり、同一路線の点検を複数年度にわたって実施

したり、特定の年度に延長の短い路線を集中させたりせず、バランスのよい点検計画を検討する必要がある。）

 点検計画のイメージを表 6.1のとおり示す。
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表 6.1 点検計画のイメージ 

中区 南区 西区 北区 東区
浜北
区

天竜
区

2017 2018 2019 2020 2021 合計

国道 国道150号 9.1 1.2 7.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 9.1

国道 国道152号 90.7 7.2 0.0 0.0 0.0 7.4 15.2 61.0 0.0 0.0 21.0 49.8 20.0 90.7

国道 国道257号 38.7 9.8 4.1 1.4 23.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 38.7 38.7

国道 国道362号 36.4 0.0 0.0 0.0 29.0 0.0 7.4 0.0 0.0 0.0 14.0 15.0 7.4 36.4

県道 引佐舘山寺線 5.7 0.0 0.0 0.0 5.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.7 0.0 5.7

県道 掛川天竜線 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.2

県道 舘山寺鹿谷線 13.9 3.9 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 13.9 0.0 13.9

県道 舘山寺弁天島線 14.6 0.0 0.0 14.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.6 14.6

県道 金指停車場和地線 4.6 0.0 0.0 2.0 2.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 4.6

県道 熊小松天竜川停車場線 18.9 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 11.8 0.0 0.0 0.0 18.9 0.0 0.0 18.9

県道 湖東和合線 6.3 2.3 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 6.3

県道 五島天竜川停車場線 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.0

県道 高薗貴布祢線 3.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 0.0 3.4

県道 細江浜北線 9.5 0.0 0.0 0.0 4.2 0.0 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 9.5 0.0 9.5

県道 細江舞阪線 19.5 0.0 0.0 15.2 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19.5 0.0 0.0 19.5

県道 三ヶ日ｲﾝﾀｰ線 0.7 0.0 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.7 0.7

県道 新城引佐線 9.7 0.0 0.0 0.0 9.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.7 0.0 0.0 9.7

県道 村櫛三方原線 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3

県道 中野子安線 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0

県道 天竜浜松線 14.9 0.0 0.0 0.0 0.0 8.2 6.7 0.0 0.0 0.0 14.9 0.0 0.0 14.9

県道 二俣浜松線 16.6 0.0 0.0 0.0 0.0 7.8 8.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 16.6 16.6

県道 磐田細江線 18.6 4.1 0.0 0.8 5.3 8.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.6 18.6

県道 浜松環状線 25.9 1.8 0.0 10.7 2.7 10.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.9 0.0 25.9

県道 浜松袋井線 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.0 1.6

県道 浜松雄踏線 9.0 2.4 0.0 6.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.0 0.0 9.0

県道 浜北三ヶ日線 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 8.0

県道 浜北袋井線 4.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0 4.7

県道 舞阪竜洋線 14.5 0.0 9.5 5.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.5 14.5

県道 米津東若林線 1.8 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 1.8

県道 和地山曳馬停車場線 1.7 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 1.7

市道(1級) 植松和地線 4.3 3.7 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 4.3

市道(その他・足もと) 植松和地線 1.7 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 1.7

市道(1級) 中郡福塚線 6.2 0.3 1.7 0.0 0.0 4.3 0.0 0.0 0.0 0.0 6.2 0.0 0.0 6.2

市道(1級) 中野町三方原線 6.3 5.4 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.0 6.3

市道(1級) 曳馬中田島線 8.0 4.7 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 0.0 0.0 8.0

市道(1級) 上島柏原線 6.2 2.8 0.7 2.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.2 6.2

市道(1級) 龍禅寺雄踏線 0.9 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.0 0.9

市道(その他) 布橋2号線 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.4 0.4

市道(1級) 東三方都田線 5.4 0.0 0.0 0.0 5.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.4 0.0 5.4

445.4 54.4 29.0 73.0 93.4 62.1 71.1 62.4 0.0 0.0 136.9 146.4 162.0 445.4

39 17 7 11 12 12 9 3 0 0 13 12 18 39

延長合計

路線数合計

点検計画

南
全事務所合計

北 東・浜北 天竜
道路種別 路線名

点検対象

分類
延長
（B）

事務所ごとの内訳

サンプル 
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6.3. 修繕計画 

 最新の定期点検結果に基づく補修・修繕を計画的に実施するため、予め修繕計画を定める。策定にあたっ

ては、補修・修繕の優先順位及び施工区間を明確にし、点検や補修・修繕の進捗状況や予算の平準化を考慮

して毎年度更新する。 

【解説】

 定期点検の結果、分類 B にあっては、健全性区分Ⅲ-1（表層等修繕段階）又はⅢ-2（路盤打換え段階）に
ある区間、分類 Cにあっては、Ⅲ（修繕段階）にある区間は、次回の点検までに必要な措置を行うことが望
ましい。また、分類 Bにあっては、予防保全型維持管理や施工の効率化の観点から、場合によっては健全性
区分が比較的高い場合でも計画的又は早期の補修を行う必要がある。これらを踏まえて、事業実施に資する

よう区間ごとの優先順位及び施工区間を明確に定め、修繕計画を策定する。分類 Dについては、修繕計画は
策定しないが、特定点検で得られた情報をもとに、以下を参考に適切な補修・修繕の優先順位、施工区間等

を検討する。

 なお、修繕計画は、点検や補修・修繕の実施状況に応じて毎年度更新する。

 修繕計画の策定にあたっては、以下について考慮する。

① 修繕計画の期間 

修繕計画の期間は、策定年度又は見直し年度を除き、5 年以上とする。また、可能な限り 10年間の計画を

策定するよう努めるものとする。

② 修繕計画の対象 

定期点検を実施した全区間から、以降に示すとおり施工区間を決定し、このうち修繕計画の期間中に実施

を予定する区間を計画の対象とする。したがって、点検対象外である停車帯、IC、JCT 部、付加車線（右折

車線及び左折車線）及び旧道は修繕計画に位置付けられることがないため、隣接する点検対象車線において

詳細調査や補修・修繕を実施する場合、併せて適切な措置を行うことが望ましい。ただし、計画期間中に措

置を講じることが困難であり、通行止めや通行規制を実施済みの区間については、計画の対象から除くこと

ができるものとする。

③ 予防保全型維持管理の導入に向けた計画的な補修の実施 

 以降に示すとおり、修繕計画の策定にあたっては、道路利用者の安全・安心を確保するため、損傷レベル

の大きい区間の修繕が優先されるよう配慮するものとしている。一方で、予防保全型維持管理の導入に向け

ては、損傷レベルが中程度の区間についても、可能な限り現状の舗装の機能を保つよう、計画的に補修を行

うことが望ましい。

 以上より、補修についても計画的に実施されるよう、修繕計画に計上する。

④ 区間ごとの優先順位の考え方 

 重要な道路ほど損傷を早期に措置し、道路利用者の安全・安心を確保できるよう、リスクベースメンテナ

ンスの考え方に基づき、優先順位を明確にした補修・修繕を行う。このため、「2.5 管理目標と維持管理シナ
リオ」で示す管理目標を下回る区間で、かつ、重要度の高い道路ほど補修・修繕が優先されるよう、表 6.1

のとおり優先度を設定した。ここでは、リスクベースメンテナンスの考え方における「影響度」として道路

の分類を、「発生確率」として健全性区分を採用している。
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 しかし、道路の分類と健全性区分による優先度では、同じ優先度に多数の区間が分類されてしまうことか

ら、補修・修繕の優先順位を決定するためには、より詳細な指標を設定し、区間ごとに優先順位付けを行う

必要がある。

 そこで、区間ごとの補修・修繕の優先順位付けを行うための詳細な指標として、路面状態を表す総合指標

である MCI を採用する。定期点検において測定したひび割れ率、わだち掘れ量等を用いて以下に示す式によ

り算出したMCIのうち、最小値をその区間のMCIとして採用する。

表 6.2 維持管理における優先度 

MCI の算出式 

[※参考：舗装技術専門委員会報告：既存コンクリート舗装のライフサイクルコスト調査結果 

（社団法人セメント協会、平成 21 年 1 月）] 

��� � 10 � 1.48��.� � 0.29��.	 � 0.47
�.� ………（ 式 1 ）
���� � 10 � 1.51��.� � 0.30��.	 ………（ 式 2 ）
���� � 10 � 2.23��.� ………（ 式 3 ）
���� � 10 � 0.54��.	 ………（ 式 4 ）

  ここで、C：ひび割れ率（%）
D：わだち掘れ量（mm）
σ：平たん性（mm）

なお、コンクリート舗装の場合は、ひび割れ度 Co（cm/㎡）を以下の式によりひび割
れ率に変換した上で、MCIを算出する。※

C � h 
 ��
h � 1 （C� � 5）
h � ��� � 25� � 30 （5 � C�）

  ここで、��：ひび割れ度（cm/��）
h：変換係数
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⑤ 施工区間の決定 

 分類 B及び分類 Cの補修・修繕に係る費用の縮減に向けて、必要最小限の補修・修繕範囲の設定が可能と
なるよう、定期点検では点検車線を全車線とし、かつ、評価単位を 20mとしている。事業実施にあたっては、
予め施工区間を決定しておく必要があるため、定期点検で得られた車線ごとの健全性区分をもとに、施工区

間を決定し、修繕計画に記載する。

 なお、施工区間の決定にあたっては、以下に示す施工区間の基本的な考え方を参考に、施工の効率性や予

算などの現場状況に適した施工区間を決定する。

 既設舗装の構成（同一の工法により施工できる区間を想定する）

 施工の効率性（健全性区分Ⅲの区間と併せて、健全性区分Ⅰ又はⅡの区間も修繕するなど、施工の

効率性を考慮する）

 施工の経済性（施工の方法・時間帯、機械施工の経済性等を考慮する）

 予算（施工に必要な費用を確保できる見込みがあるか確認する）

 その他の区間の優先順位（当該施工区間の決定により、優先順位の高い他の区間の補修・修繕に遅

れが生じないか確認する）

図 6.2 施工区間の基本的な考え方 

⑥ 併せて検討・整理すべき事項 

 路盤以下の層の損傷が疑われる場合は、適切な修繕が行われるよう、詳細調査を実施する必要があるとと

もに、速やかに修繕を行うのが望ましい。この場合、点検と同年度又は次年度に詳細調査を実施し、その次

年度に修繕を行う等、修繕の実施までに少なくとも約 1 年～2 年以上の期間の経過が想定されることから、
詳細調査についても計画的に実施されるよう、修繕計画に計上することが望ましい。

[単位：m]

 補修の施工区間  修繕の施工区間  詳細調査の区間

160 180

Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅱ Ⅲ-1 Ⅲ-1 Ⅲ-1

40 60 80 100 120 1400 20

Ⅲ-2

Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅲ-1 Ⅰ Ⅲ-1 Ⅱ Ⅲ-1 Ⅲ-2

ケース5　

ケース4　

ケース3　

ケース2　

ケース1　

2車線目の健全性区分　

1車線目の健全性区分　
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⑦ 計画策定・更新フロー 

 修繕計画の標準的な策定・更新フローを図 6.3、計画イメージを表 6.3及び表 6.4に示す。

図 6.3 修繕計画の策定・更新フロー 

定期点検結果

計画期間中の

予算制約

現場状況

策定済みの修繕計画

評価単位ごとの優先順位の決定
（優先度・MCI）

評価単位ごとの

修繕計画（案）

施工区間の決定

施工区間ごとの

修繕計画の策定

補修・修繕の実施
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表 6.3 評価単位ごとの修繕計画（案）のイメージ 

（ｍ）

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

南 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

南 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

第
四
車
線

第
一
車
線

第
二
車
線

第
三
車
線

第
四
車
線

上り 下り

上
り

下
り

緯度 経度 緯度

構
造
物

車線数

区
間
番
号

起点 終点

区
間
長

該当車線

経度

第
一
車
線

第
二
車
線

第
三
車
線

路線諸元 位置情報

管
理
事
務
所
名

道
路
種
別

路
線
番
号

路
線
名
称

道
路
の
分
類

% % mm mm/m

2019 2006 - AS 83.1 84.2 25 3.92 1 1.1 Ⅲ-2 1 5 1.2 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

2019 2010 - AS 73.6 73.6 21 5.29 1 1.6 Ⅲ-2 2 5 2.3 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

2019 2000 - AS 67.4 67.6 13 5.97 1 2.1 Ⅲ-2 3 5 2.4 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

2019 - - AS 44.4 59 8 3.7 1 2.4 Ⅲ-2 4 5 3.2 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

2019 2000 - AS 40.5 41.3 21 4.48 1 2.4 Ⅲ-2 5 5 4.1 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

2019 2003 - AS 59.5 59.5 8 5.97 1 2.4 Ⅲ-2 6 5 4.2 詳細調査 修繕 詳細調査結果を踏まえて選定

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2019 - - AS 77.7 77.7 13 3.92 1 1.8 Ⅲ-1 123 4 2.5 修繕 切削オーバーレイ

2019 - - AS 31.3 68.7 8 3.7 1 2.1 Ⅲ-1 124 4 2.7 修繕 切削オーバーレイ

2019 - - AS 13.9 44.8 19 4.87 1 2.5 Ⅲ-1 125 4 3.2 修繕 切削オーバーレイ

2019 - - AS 40.1 40.1 21 4.92 1 2.5 Ⅲ-1 126 4 修繕 切削オーバーレイ

2019 - AS 55.3 55.3 9 4.58 1 2.6 Ⅲ-1 127 4 修繕 切削オーバーレイ

2019 - AS 54.3 54.3 11 5.33 1 2.6 Ⅲ-1 128 4 修繕 切削オーバーレイ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2019 - - AS 29.7 30.1 8 4.28 1 3.8 Ⅱ 246 3 補修 薄層オーバーレイ

2019 - - AS 18.1 20.3 11 5.11 1 4.1 Ⅱ 247 3 補修 薄層オーバーレイ

2019 - - AS 22.2 24.8 9 2.91 1 4.2 Ⅱ 248 3 補修 ひび割れ注入

2019 - - AS 21.1 21.1 9 3.26 1 4.4 Ⅱ 249 3 補修 ひび割れ注入

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2023 2024

措
置
内
容

優
先
順
位

優
先
度
（

一
次
評
価
）

M
C
I
（

二
次
評
価
）

2020 2021 2022

ひ
び
割
れ
率

わ
だ
ち
掘
れ
量

I
R
I

M
C
I
式

M
C
I

健
全
性

測
定
年
度

最
新
施
工
年
度

経
過
年
数

路
面
種
別

ク
ラ
ッ

ク
率

路面性状 優先順位評価 修繕計画

サンプル 

サンプル 
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表 6.4 施工区間ごとの修繕計画（公表用）のイメージ 

2017 2018 2019 2020 2021 措置 工法

国道 国道150号 南区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道150号 南区 **町 200.0 2019 Ⅲ-2 ◎ ● 修繕 路盤打換え

国道 国道150号 南区 **町 100.0 2019 Ⅲ-2 ◎ ● 修繕 路盤打換え

国道 国道150号 中区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 中区 **町 100.0 2020 Ⅱ 補修 シール材注入

国道 国道152号 東区 **町 100.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 東区 **町 100.0 2020 Ⅱ △ 補修 局部打換え

国道 国道152号 東区 **町 100.0 2020 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

国道 国道152号 浜北区 **町 226.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 天竜区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 天竜区 **町 200.0 2019 Ⅲ-2 ◎ ● 修繕 路上路盤再生

国道 国道152号 天竜区 **町 404.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 天竜区 **町 100.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道152号 天竜区 **町 215.0 2020 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

国道 国道152号 天竜区 **町 200.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道362号 北区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道362号 北区 **町 200.0 2019 Ⅲ-2 ◎ ● 修繕 QPR工法

国道 国道362号 北区 **町 400.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道362号 北区 **町 900.0 2020 Ⅱ △ 補修 シール材注入

国道 国道362号 北区 **町 100.0 2020 Ⅱ △ 補修 シール材注入＋パッチング

国道 国道362号 北区 **町 100.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

国道 国道362号 北区 **町 600.0 2020 Ⅲ-2 ◎ 修繕 QPR工法

国道 国道362号 北区 **町 100.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 引佐舘山寺線 北区 **町 200.0 2020 Ⅱ △ 補修 切削

県道 舘山寺鹿谷線 西区 **町 100.0 2020 Ⅲ-2 ◎ 修繕 路上路盤再生

県道 舘山寺鹿谷線 西区 **町 100.0 2020 Ⅲ-2 ◎ 修繕 路上路盤再生

県道 熊小松天竜川停車場線 浜北区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 湖東和合線 西区 **町 160.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 高薗貴布祢線 浜北区 **町 300.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 細江浜北線 浜北区 **町 240.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 細江舞阪線 西区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 細江舞阪線 **町 372.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 細江舞阪線 西区 **町 303.0 2019 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

県道 細江舞阪線 西区 **町 200.0 2019 Ⅱ △ 補修 シール材注入＋パッチング

県道 新城引佐線 北区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 村櫛三方原線 北区 **町 200.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 天竜浜松線 浜北区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 天竜浜松線 東区 **町 100.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 浜松環状線 東区 **町 500.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

県道 浜松袋井線 東区 **町 200.0 2020 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

県道 浜松雄踏線 西区 **町 100.0 2020 Ⅱ △ 補修 局部打換え

県道 浜松雄踏線 中区 **町 100.0 2020 Ⅱ △ 補修 シール材注入

県道 浜北袋井線 浜北区 **町 260.0 2019 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

市道(1級) 植松和地線 中区 **町 160.0 2019 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

市道(1級) 中郡福塚線 東区 **町 200.0 2019 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

市道(1級) 中野町三方原線 東区 **町 200.0 2020 Ⅱ △ 補修 薄層オーバーレイ

市道(1級) 曳馬中田島線 南区 **町 320.0 2019 Ⅱ △ 補修 切削オーバレイ

市道(1級) 龍禅寺雄踏線 中区 **町 500.0 2020 Ⅲ-1 ● 修繕 切削オーバレイ

市道(1級) 東三方都田線 北区 **町 600.0 2020 Ⅲ-2 ◎ 修繕 路上路盤再生

修繕計画

◎：詳細調査
△：補修
●：修繕

延長
（ｍ）

町字名区名
道路種別 路線名

修繕対象

健全
性
区分

最新
点検
年度

サンプル 
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6.4. 中長期的なコストの見通し 

6.4.1. 中長期的なコストの見通し方法 

 厳しい財政状況下で必要な舗装の機能を維持していく上で、ライフサイクルコストの縮減や予算の平準化

を図るため、中長期的な視点に基づくコストの見通しを立てるものとする。 

【解説】

5年から 10年先など近い将来を見越して策定する修繕計画では、将来的な舗装の経年劣化や疲労破壊等の
見込みやその対応までを検討することは難しい。そのため、修繕計画は道路利用者の安全・安心や舗装の機

能の確保には効果を発揮するものの、ライフサイクルコストの縮減や予算の平準化を図るには十分ではない

ことが考えられる。

 そこで、今後必要と見込まれる予算を明確化し、厳しい財政状況下においてもその必要性について理解を

得るため、中長期的な視点に基づくコストの見通しを立てるものとする。

 中長期的なコストの見通しは、「6.4.2 中長期コストの見通しに必要な条件設定」に基づき、以下の手順の
とおり行うものとする。

① 予算制約がない場合のコストの見通しを立てる 

(1) 定期点検の結果、分類 Bにあっては、全ての健全性区分Ⅱ及びⅢの区間に対して、分類 Cにあっては、
全ての健全性区分Ⅲの区間に対して、点検の次年度に補修・修繕を実施するものとし、修繕費用を単純

に積み上げる。

(2) (1)で補修を実施した健全性区分Ⅱの区間、及び定期点検の結果、健全性区分Ⅰの区間に対して劣化予
測を行い、健全性区分がⅡ又はⅢに低下する年度に補修・修繕を実施するものとし、修繕費用を単純に

積み上げる。

(3) (1)と(2)を合わせて予算制約がない場合のコストの見通しとする。

② 予算を平準化した場合のコストの見通しを立てる 

(1) 1年あたりの予算制約（予算の上限）を設定し、①で算出したコストと照らし合わせる。
(2) ①で算出した修繕費用が予算制約に達した場合は次年度に先送りし、予算を平準化したコストの見通
しを立てる。

(3) 定期点検の結果、詳細調査を行う必要がある場合は、その費用を別途算出する。
(4) (1)、(2)及び(3)を合わせて、予算を平準化した場合のコストの見通しとする。

図 6.4 中長期的なコストの見通しのイメージ 

[出典：舗装中長期管理計画（静岡県交通基盤部道路局道路保全課、平成 29 年 3 月）]
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6.4.2. 中長期的なコストの見通しに必要な条件設定 

 中長期的なコストの見通しを立てるため、計画期間、劣化予測式及び標準的な工法の設定を行う。

【解説】

 中長期的なコストの見通しを立てるにあたっては、計画期間を設定するとともに、工学的な観点から、ラ

イフサイクルコストの分析に必要な劣化予測式と標準的な工法の設定を行う必要がある。

(1) 計画期間の設定 

 中長期的なコストの見通しのための計画期間は、40 年を基本とする。 

 中長期的なコストの見通しのための計画期間は、使用目標年数を超える十分に長い期間とし、この 2 倍に
あたる 40年以上を基本とする。

(2) 劣化予測式の設定 

 当面の間、劣化予測式には静岡県予測式を用いる。 

 劣化予測式は、劣化メカニズムに基づく舗装機能の低下や点検における健全性区分の低下を踏まえ、舗装

の将来の状態を予測するための計算式である。

 前述のとおり、本市では舗装の建設工事や修繕工事の履歴が十分に蓄積されておらず、独自の劣化予測式

を設定することが困難である。また、本市の管理道路における舗装状態の傾向としては、ひび割れによる損

傷が大きいため、当面の間はひび割れ率に関する静岡県予測式を代わりに用いることとする。（表 3.3及び表

6.3）

なお、必要な情報が蓄積された段階で本市独自の劣化予測式を設定し、適宜見直しを行うことで、劣化予

測の精度を向上させていくものとする。

表 6.5 ひび割れ率に関する性能低下予測式グループ（静岡県予測式） 

[出典：社会資本長寿命化計画舗装ガイドライン（改定版）（静岡県交通基盤部道路局道路保全課、平成 29 年 3 月）] 
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(3) 標準的な工法の設定 

 中長期的なコストの見通しに適用する補修・修繕の標準的な工法とそのパターンは、図 6.5 に示すとおり

設定する。 

図 6.5 補修・修繕工法とパターンの設定 

標準的な工法の設定にあたっては、健全性区分に応じた補修・修繕工法とその単価を定める必要があり、

これと劣化予測式を組み合わせることで、ライフサイクルコストの分析が可能となる。健全性区分に応じた

補修・修繕工法の基本的な考え方は「5.4.補修」及び「5.5修繕」のとおりであるが、事業実施を想定して舗
装の損傷の程度に応じた様々な工法を設定しており、これらを劣化予測式により得た各区間の損傷に的確に

当てはめるのは極めて困難である。

 ただし、前述のとおり、中長期的なコストの見通しにあたっては、修繕（健全性区分Ⅲの区間が対象）だ

けでなく補修（健全性区分Ⅱの区間が対象）に要する費用も計上することから、それぞれの措置に応じた代

表的な工法を設定する必要がある。静岡県予測式は、打換え又は表（基）層打換えを行う修繕（本市におけ

る修繕と同義）と薄層オーバーレイ又は表層打換えを行う予防的修繕（本市における補修と同義）の 2種類
に区別されていることと、本市における補修・修繕工法の基本的な考え方を考慮して、本市における中長期

的なコストの見通しに適用する標準的な補修・修繕工法を図 6.5 のとおり設定する。なお、補修工法に用い

るシール材注入は 3年間、ひび割れ率のみを維持できるものとする。

分類B 14年 3年 6年

≪予防保全型≫

劣化 状態維持 劣化

ひび割れ率：0% ひび割れ率：20～30% ひび割れ率：40%～

11年

劣化

3年 3年

状態維持

ひび割れ率：20～30% ひび割れ率：40%～

分類B 20年 20年

≪事後保全型≫

劣化 劣化

ひび割れ率：0% ひび割れ率：40%～ ひび割れ率：40%～

分類C 25年 14年

≪事後保全型≫

劣化 劣化

ひび割れ率：0% ひび割れ率：40%～ ひび割れ率：40%～

≪　≫内は維持管理シナリオ

（　　）内は健全性区分

建設

（Ⅰ）

シール材注入

（Ⅱ）

薄層オーバーレイ

（Ⅲ-1）

建設

（Ⅰ）

シール材注入

（Ⅱ）

切削オーバーレイ

（Ⅲ-1）

修繕補修建設

切削オーバーレイ

（Ⅲ-1）

建設

（Ⅰ）

薄層オーバーレイ

（Ⅲ）

路盤打換え

（Ⅲ-2）

切削オーバーレイ

（Ⅲ）



49 

7. 記録 

 点検、診断、措置（詳細調査を含む。）の結果を記録し、当該舗装が供用されている期間はこれを保存する。 

【解説】

 点検、診断、措置の結果は、次回の修繕を検討する際に貴重な情報となる。このため、当該舗装が供用さ

れている期間は以下の情報を記録し、保存することとする。

 記録の概要を表 7.1のとり示す。また、記録様式を付録－3に示す。

① 諸元情報 

 道路台帳から取得可能な路線の基本的な情報のこと。（路線名、舗装種別、区間距離等）

② 点検情報 

 定期点検及び特定点検に関する情報のこと。（点検計画、点検結果等）

③ 調査情報 

 詳細調査に関する情報のこと。（詳細調査の実施有無、方法等）

④ 措置情報 

 舗装の建設、補修及び修繕に関する情報のこと。（工法、使用材料、舗装構成等）
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表 7.1 記録の概要 

路線
情報

点検
情報

調査
情報

措置
情報

記録項目

様式-1

（舗装リスト）
路線の基本情報等の管理 全ての分類 定期点検の実施後 ○ ○ ○

路線の基本情報（道路の種類、路線名、舗装種別、区
間距離、車線距離等）
※分類Bの場合は、点検計画、点検結果、修繕結果も記録

点検業者

様式-2
（路面性状データ一覧表）

路線ごと・単位区間ごとの

詳細な路面性状値の

確認・記録

分類B・分類C 定期点検の実施後 ○ ○
路線の基本情報、ひび割れ率、わだち掘れ量、IRI、
MCI、健全性の診断区分、構造物の有無等

点検業者

様式-3

（路面性状評価図）

路線ごと・車線ごと・

単位区間ごとの

健全性区分の可視化

分類B・分類C 定期点検の実施後 ○ 路線ごと・車線ごと・単位区間ごとの健全性区分 点検業者

様式-4

（特定点検記録様式）

特定点検の結果の

確認・記録

分類D
※必要により

分類B・分類Cにも適用可

特定点検の実施後 ○ ○
点検日、点検延長・面積、交通量、健全性の診断区分、

損傷状況、所見・対応方針、損傷写真等
職員

様式-5
（施工記録様式）

建設・補修・修繕の履歴の
効率的な確認・記録

全ての分類
※分類Bの場合は建設・補修・修繕

※分類C・分類Dの場合は建設・修繕

建設・補修・修繕の実施後 ○ ○ ○

路線の基本情報、施工年月、工事名、占用物件、施工

延長・幅員・面積、設計CBR、再生材の使用有無、詳細

調査の実施有無、施工工法、舗装構成、使用材料等

施工業者

様式番号
（様式名）

記録情報

記録実施者記録の時期対象路線目的
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8. フォローアップ 

 舗装の維持管理が将来にわたり適切に行われるよう、舗装マネジメント全体と事業実施を対象に、検証・

評価、見直しから成るフォローアップを適切な時期に実施し、PDCA サイクルのスパイラルアップによるマネ

ジメントの最適化に取り組むものとする。

【解説】

 舗装の維持管理のより一層の適正化を図るためには、社会経済情勢の変化に応じて考え方や手法、優先順

位の考え方や予算の見直しを行い、PDCAサイクルのスパイラルアップ（継続的な発展）を図っていくこと
が重要である（図 1.2）。このため、以下のとおりガイドラインや長寿命化計画等（以下、「基準類」という。）

を検証・評価し、必要に応じて見直しを行うものとする。

 検証・評価、見直しから成るフォローアップは、以下を対象に行うものとする。

① 評価対象及び見直しの頻度 

 維持管理ガイドライン（本ガイドライン） ：概ね 5年毎に実施
 長寿命化計画（事業実施状況） ：原則として毎年度実施

② 評価視点 

〔維持管理ガイドライン〕 

 法改正や上位計画の更新等により、舗装の維持管理の目標や方針に変更が生じていないか

 維持管理（点検、措置等）が基準類のとおり実施できているか

 基準類で定めている目標や方法が運用上の支障になっていないか

 更なるライフサイクルコストの縮減・予算平準化を実現できる方策はないか

 使用目標年数や中長期的なコストの見通しに必要な情報が収集・蓄積できている場合、その検討は

適切に行われているか

〔長寿命化計画（事業実施状況）〕 

 定期点検、補修・修繕等が計画どおり実施されているか

 優先順位が舗装の状態や現場状況を適切に反映しているか
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9. 更なる業務効率化への取り組み 

9.1. 住民協働型の舗装の状態把握 

 住民協働型の浜松市土木スマホ通報システム「いっちゃお！」を活用し、日常的な舗装の状態把握に務め

る。 

【解説】

 住民等が道路や河川の損傷を通報する方法として、電話や浜松市ホームページの問い合わせフォームによ

る通報があるが、より正確かつ簡便に通報するためのツールとして、「浜松市土木スマホ通報システム「いっ

ちゃお！」（以下、「いっちゃお！」という。）」がある。いっちゃお！による通報時には、スマートフォンの

GPS機能やカメラの使用が通報者に義務付けられており、システム管理者である本市は、損傷の正確な位置
情報や写真を受動的に取得することができる。また、システムには通報内容を一元的に管理する機能が設け

られており、通報内容の確認や小破修繕業者への修繕依頼用 FAXの作成、確認・対応状況に関する通報者と
の情報共有等を簡単に行うことができる。

 当該システムは、管理瑕疵による事故を減らすため、パトロール以外の方法で正確かつ効率的に損傷を発

見することを主目的に導入されたものであり、ポットホール等や、定期的な点検を行わない分類 Dの損傷の
住民協働型の発見方法として、特に有効な手段と考えられる。

図 9.1 いっちゃお！のチラシ（左）と小破修繕業者への修繕依頼用 FAX（右） 
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9.2. 新技術の導入 

 舗装に関する技術開発が多方面で進められており、新技術の開発が期待されている。点検・診断や補修・

修繕等の技術の開発動向の情報を収集し、本ガイドラインに基づく舗装の維持管理が合理化できる手法と判

断される場合は、積極的な採用を検討する。 

【解説】

 厳しい財政状況下で、舗装の維持管理における「メンテナンスサイクルの確立」及び「予防保全型維持管

理の導入」を進め、道路利用者の安全・安心を確保するためには、維持管理に係る費用の縮減を図りつつ、

これまで以上に的確な点検・診断・措置を実施することが重要である。センサー、ロボット、AI（人工知能）、
非破壊検査等の劣化や損傷状況等の様々な情報を把握・蓄積・活用する技術や、新材料や ICTを活用した工
法等の建設技術は、研究機関や産業界を中心に開発が進められており、これらの新技術を維持管理に活用す

ることで、道路利用者の安全・安心や業務の効率の向上が図られることが期待される。

 本市においても、新技術が本ガイドラインに基づく舗装の維持管理を合理化できる手法と判断される場合

は、その導入を積極的に検討することが必要である。

〔導入にあたっての留意事項〕 

 新技術の導入にあたっては、期待する効果が確実に得られることが重要である。そこで、以降に示す各ホ

ームページ等で取得できる情報のほか、開発者が提供するカタログや実証実験・試験施工に関する情報、他

機関での実績を確認する。また、必要に応じて、メーカー等への直接確認、実証実験・試験施工の実施等に

より新技術の信頼性を確認する。

〔積極的な情報の取得〕 

① インターネットを活用した情報の取得 

 新技術については、経済性が高い点検方法や補修・修繕工法、利用者・沿道住民に配慮した工期短縮が可

能な補修・修繕工法等を導入する場合、高い効果が見込まれる。

 このため、「NETIS－新技術情報提供システム－（国土交通省ホームページ）」や「新技術・新工法情報デ
ータベース（静岡県ホームページ）」等で随時提供される情報を積極的に取得し、利用可能な新技術の把握に

努めるものとする。

図 9.2 新技術に関するホームページ（左：国土交通省、右：静岡県） 
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② インフラメンテナンス国民会議を活用した情報の取得 

 国は、新技術の開発や社会実装を効果的・効率的に進めるため、技術開発に対する社会ニーズと、これに

関連する社会シーズを的確に把握するとともに、これらの産学官におけるマッチングを目的の一つとして、

平成 28年度に「インフラメンテナンス国民会議」を設立した。当該会議では、研究段階や実用化段階におけ
る新技術に関する情報収集だけでなく、実証実験や試験施工等のフィールド提供に向けた官民間のマッチン

グを行うことができ、新技術の信頼性を確認できる場としての活用が期待される。

〔情報共有の推進〕 

 新技術を採用した場合は、今後の点検、設計、施工等に活用していくため、施工性や効果の持続性、精度

や品質、不具合等について確認し、必要に応じて情報共有や追跡調査を行うなど、新技術の適用によって得

られた知見等を十分に利活用していくものとする。

9.3. データベースの構築・運用 

 舗装の諸元や、点検、調査、措置等の履歴に関する情報は、舗装マネジメントを適切に実施していくため、

データベースの構築・運用により一元管理を図る。 

【解説】

 「7.記録」に示すとおり、舗装の維持管理にあたり記録・保存する情報は多岐にわたるとともに、蓄積に
伴い管理するデータ量も膨大となることから、データベースによる蓄積方法を用いることが望ましい。

 データベースによる蓄積方法は、システム化やデータ入力に労力が必要になる反面、管理の統一性、書類

の削減、検索の簡便性、情報の共有化及び情報更新、提供の容易性など有用な面が多い。

 以上から、メンテナンスサイクルを確立・継続し、舗装マネジメントを適切に実施していく上で、舗装に

関するデータの一元的な管理を可能にするデータベースの構築は必要不可欠であり、早期の運用開始に向け

て開発に取り組んでいくものとする。

 新たに構築するデータベースでは、舗装の諸元情報のほか、点検、調査、措置等の履歴や最新の状態等に

について、効率的な維持管理の実施に資する利活用も念頭に置きながら、確実に情報を収集・蓄積できるシ

ステムを実現する。

 また、データベースは実務担当者レベルで有効、かつ、継続的に活用されることが非常に重要であること

から、データベース構築後のデータの修正や更新、蓄積を的確かつ迅速に行える運用体制を整える。
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10. 用語の定義 

 本ガイドラインにおいては、以下のように用語を定義する。 

 アセットマネジメント 

 公共施設を資産としてとらえ、施設の状態を客観的に把握・評価し、中長期的な資産の状態を予測す

るとともに、予算的制約の中でいつどのような対策をどこに行うのが最適であるかを考慮して、計画的、

かつ、効率的に管理すること。

 メンテナンスサイクル 

 点検・診断の結果に基づき、必要な対策を適切な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施するととも

に、これらの取り組みを通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次期点検・診断等に

活用すること。

 ライフサイクルコスト（Life Cycle Cost） 

 施設の企画・設計から建設、維持管理、更新、解体、廃棄処分までの全期間に要する費用の総称で、

既設構造物の LCC に関しては、企画・設計、建設等のイニシャルコストを含めず、今後の維持管理・
更新にかかるランニングコストのみを考慮する。

 予防保全型維持管理 

 施設特性を考慮の上、安全性や経済性を踏まえつつ、損傷が軽微である早期段階に予防的な措置を実

施することで機能の保持・回復を図ること。これによりインフラの長寿命化を図り、大規模な修繕や更

新をできるだけ回避することで、中長期的な維持管理・更新等に係るライフサイクルコストを縮減し、

予算を平準化できるという考え方に基づく維持管理方法である。

 事後保全型維持管理 

 施設が著しく損傷した段階で、大規模な修繕や更新等の措置を実施する維持管理方法のこと。施設が

著しく損傷した段階で初めて措置を実施するため、長寿命化の観点から計画的な点検・補修・修繕等を

実施する必要のある施設や、重要度が高く、損傷が与える社会的影響が大きい施設など、きめ細かな維

持管理が必要な施設への適用は向かない。一方で、損傷の進行が緩やかな施設や重要度の低い施設など、

経済性や業務効率化の観点から、低頻度の点検・措置等でも適切な維持管理が行える場合は、安全性を

踏まえつつ、事後保全型維持管理を適用することが現実的な場合もある。

 緊急輸送路 

 大規模な地震が起きた場合には、避難活動や救急救助活動をはじめ、物資の供給、施設の復旧等の広

範な応急対策活動を広域的に実施する必要が生じる。このような非常事態においても交通を確保すべき

主要な道路として、静岡県内の道路を対象に静岡県が定めたもの。

 PDCA サイクル 

 品質管理のサイクルを構成する４つの段階（Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Action（改
善））を順次実施し、次のサイクルにつなげ、らせんを描くように各段階のレベルを向上（スパイラルア
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ップ）させて、継続的に改善を図るという概念のこと。

 リスクベースメンテナンス（Risk Base Maintenance） 

 破損や事故の起きやすさ、当該事故が市民生活に及ぼす影響の大きさ、維持管理・更新等に係る費用

などのリスクを基準に、各インフラ資産を分類し、各々の管理水準、耐用年数、維持管理手法などによ

り、維持管理・更新等を実施する手法のこと。

 すべてのインフラ資産を一律の基準で管理する従来手法とは異なり、この手法は、リスクの大きいと

ころへの重点投資とムダの削減の両立による効率的で効果的な維持管理や長寿命化が期待できる。

 全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサス） 

 国土交通省が主体となって定期的に実施している、道路交通に関する全国規模の調査のこと。調査結

果は、現在の道路の使われ方、道路整備の現状等を把握し、道路計画の策定や道路の維持・修繕等に活

用される。1980年以降は 5年ごとに実施されており、最新の調査は平成 27年度に行われた。

 lRl（lnternational Roughness lndex：国際ラフネス指数） 

 舗装路面の凹凸に関する評価指数のこと。IRI の調査方法には、路面形状の計測精度によりクラス 1
からクラス 4 まであり、IRI を利用する目的に応じて適切な計測方法を選定する。本ガイドラインに基
づき実施する定期点検では、クラス 2に相当する計測方法を採用している。

 MCl（Maintenance Control lndex） 

 路面状態を総合的に表す指標のこと。ひび割れ率、わだち掘れ量等の舗装の維持管理指標を複数組み

合わせて求められる。舗装の状態が形態別（ひび割れ、わだち掘れ等）に劣化した複数の箇所について

統一の指標（MCI）により評価することが可能になるため、維持管理の優先順位を評価する際やマクロ
的な舗装状態の把握に有用である。

 使用目標年数 

 使用目標年数は、劣化速度のばらつきが大きいアスファルト舗装において、表層の早期劣化区間の解

消や、表層の供用年数と損傷の状態に応じた適切な措置の実施といったきめ細かな管理を通じた長寿命

化に向け、表層を使い続ける目標期間として設定する年数である。

 路面性状測定車 

 距離、ひび割れ、わだち掘れ、平たん性を自動測定するための路面性状測定器具類を搭載した測定用

車両のこと。

 路面性状自動測定装置性能確認試験 

 一般財団法人土木研究センターが実施している、路面性状測定車の性能を確認する試験のこと。路面

性状測定車により測定される路面性状の各種測定値が、人力測定による値を基準として、適切な精度を

もって測定処理できる性能を有しているかどうか、実走測定により確認及び認定することを目的に実施

される。受験者には、試験の合否及び性能を証明するための性能確認証書が発行される。
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 FWD（Falling Weight Deflectometer：重錘落下たわみ測定装置） 

 路面に重錘を落下させたときの舗装の表面に生じるたわみ量を計測する装置のこと。舗装の支持力等

を迅速に非破壊で診断し、舗装構成及び温度等のデータを併せて、舗装の構造的な評価を行うことがで

きる。計測は、1箇所につき約 3分と短時間で行うことができる。

 CBR（California Bearing Ratio） 

 路床・路盤の支持力を表す指数のこと。直径 5cm の貫入ピストンを供試体表面から貫入させたとき、
所定の貫入量における試験荷重強さと、標準荷重強さの比を百分率で表す。通常、貫入量 2.5mm にお

ける値をとる。

 TA法（TA） 

 アスファルト舗装の構造設計方法の一つで、路床の設計 CBR と舗装計画交通量に応じて目標とする
（等値換算厚）を下回らないように舗装の各層の厚さを決定する方法。

 応急措置 

 応急措置は、日常点検や特定点検において、ポットホール等が発見された場合に、道路利用者への被

害を未然に防ぐため、点検作業の範囲内で行うことができる程度の応急的に講じられる措置をいう。ポ

ットホールの穴埋めや段差のすりつけなどが該当する。

 経過観察 

 経過観察は、健全性の診断及び現場状況の確認の結果、当面は修繕の適用を見送ると判断した箇所に

対し、損傷の挙動を追跡的に把握するため観察することをいう。

 補修 

 補修は、現状の舗装の機能を維持するため（構造的な強度低下を遅延させるため）に反復して行う措

置のことをいう。補修工法には、パッチング工法、シール材注入工法などがある。これらの措置につい

ては表層が更新されないため、表層の供用年数は継続して累積させていくものとして取り扱う。

 修繕 

 修繕は、舗装を当初の機能まで回復させるために行う措置のことをいう。修繕工法には、打換え工法、

オーバーレイ工法、切削オーバーレイ工法などがある。これらの措置については表層が更新されるため、

表層の供用年数は新たに累積させていくものとして取り扱う。

 措置 

 「応急措置」「経過観察」「補修」「修繕」の総称。
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付録 

付録-1 アスファルト舗装各層の名称 

 舗装の基本的な構成を付図 1に示す。舗装には対象となる道路の条件に応じて多種多様な材料が用いられ、

各層の厚さは路床（原地盤）の条件などに応じて設定される。

 このように舗装は一般に現地盤の上に築造されるが、原地盤のうち、舗装の支持層として構造計算上取り

扱う層を路床といい、その下部を路体という。また、原地盤を改良する場合には、その改良した層を構築路

床、その下部を（原地盤）といい、併せて路床という。

付図 1 アスファルト舗装各層の名称 

付録-2 損傷評価の例（特定点検） 

 特定点検では、目視で可能な範囲で、ひび割れ、わだち掘れ、縦断方向の凹凸等の損傷状況を確認するこ

ととしており、それらを踏まえた判断例は付図 2のとおりである。ただし、あくまでも例示であり、現場の

供用環境は様々であるため、個々の区間で判断していくことが重要である。

 なお、縦断方向の凹凸の健全性は、目視のみで診断するのは難しい場合があり、このような場合は走行車

両上で体感する騒音、振動を感覚的に評価するとよい。また、ポットホール等の一般交通へ支障を及ぼす恐

れのある損傷は応急措置が必要であることや、沈下や細粒分の噴出を伴うひび割れ等の損傷は詳細調査が必

要であることに留意する。

表層

基層

上層路盤

下層路盤

構築路床

路床（原地盤）

路体

舗装

路盤

路床
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付図 2 特定点検において健全性の診断に用いる写真見本（目視判定シート）
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付録-3 記録様式 

① 様式－1（舗装リスト） 

区分 内訳

道路種別 区分

・高速自動車国道
・一般国道
　(指定区間)
・一般国道
　(指定区間外)
・都道府県道
・市町村道

・国
・高速道路会社
・都道府県
・道路公社
・政令市
・市区町村

都道府県名 市区町村名路線名 管理者名 事務所名 都道府県名 市区町村名

○：追加
×：削除
△：変更

国交省作
業用番号

管理者
コード

路線 管理者
行政区域
（起点）

行政区域
（終点）

国交省
作業用番号

作業内容
フラグ

路線情報

排水性
舗装
（m）

排水性
舗装
以外
（m）

老朽化対策に関する調査項目（車線距離ベース：道路分類Ｂ）

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装
（m）

ｺﾝｸﾘｰﾄ
舗装
（m）

その他
舗装
（m）

H30
（m）

H31
（m）

H32
（m）

H33
（m）

H34
以降
（m）

合計
（m）

H29
（m）

舗装済
（m)

未舗装
（m）

一般道
（m）

自専道
（m）

点検計画
（車線距離）

延べ
車線距離
（m）

舗装種別
（合計値=区間距離）

一般道・自専道区分
（合計値=区間距離）

道路分類
（合計値＝区間距離）

Ａ
（m）

Ｂ
（m）

Ｃ
（m）

Ｄ
（m）

区間距離
(m)

諸元に関する基本事項（距離ベース）

1 2 1 2

老朽化対策に関する調査項目（車線距離ベース：道路分類Ｂ）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

アスファルト舗装 コンクリート舗装アスファルト舗装 コンクリート舗装

H29

点検実施結果（健全性の診断結果）

H33

1 2 1 2

老朽化対策に関する調査項目（車線距離ベース：道路分類Ｂ）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

アスファルト舗装 コンクリート舗装

Ⅲ
（m）

Ⅰ
（m）

Ⅱ
（m）

Ⅲ
（m）

アスファルト舗装 コンクリート舗装

H33

修繕実施結果

H29
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② 様式－2（路面性状データ一覧表） 

 路面性状測定結果の一覧表で、路線ごとの単位区間（20m 集計、100m 集計）ごとに詳細な路面性状値を
確認することができる。

（ｍ）

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

南 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

南 国道 150 150号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

南 県道 1065 浜松環状線 B 2 2 *** *** *** *** 20 ○

東・浜北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

北 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

天竜 国道 152 152号 B 1 1 *** *** *** *** 20 ○

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

第
四
車
線

第
一
車
線

第
二
車
線

第
三
車
線

第
四
車
線

上り 下り

上
り

下
り

緯度 経度 緯度

構
造
物

車線数
区
間
番
号

起点 終点
区
間
長

該当車線

経度

第
一
車
線

第
二
車
線

第
三
車
線

路線諸元 位置情報

管
理
事
務
所
名

道
路
種
別

路
線
番
号

路
線
名
称

道
路
の
分
類

% % mm mm/m

2019 2006 - AS 83.1 84.2 25 3.92 1 1.1 Ⅲ-2 1 5 1.2

2019 2010 - AS 73.6 73.6 21 5.29 1 1.6 Ⅲ-2 2 5 2.3

2019 2000 - AS 67.4 67.6 13 5.97 1 2.1 Ⅲ-2 3 5 2.4

2019 - - AS 44.4 59 8 3.7 1 2.4 Ⅲ-2 4 5 3.2

2019 2000 - AS 40.5 41.3 21 4.48 1 2.4 Ⅲ-2 5 5 4.1

2019 2003 - AS 59.5 59.5 8 5.97 1 2.4 Ⅲ-2 6 5 4.2

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2019 - - AS 77.7 77.7 13 3.92 1 1.8 Ⅲ-1 123 4 2.5

2019 - - AS 31.3 68.7 8 3.7 1 2.1 Ⅲ-1 124 4 2.7

2019 - - AS 13.9 44.8 19 4.87 1 2.5 Ⅲ-1 125 4 3.2

2019 - - AS 40.1 40.1 21 4.92 1 2.5 Ⅲ-1 126 4

2019 - AS 55.3 55.3 9 4.58 1 2.6 Ⅲ-1 127 4

2019 - AS 54.3 54.3 11 5.33 1 2.6 Ⅲ-1 128 4

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2019 - - AS 29.7 30.1 8 4.28 1 3.8 Ⅱ 246 3

2019 - - AS 18.1 20.3 11 5.11 1 4.1 Ⅱ 247 3

2019 - - AS 22.2 24.8 9 2.91 1 4.2 Ⅱ 248 3

2019 - - AS 21.1 21.1 9 3.26 1 4.4 Ⅱ 249 3

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

優
先
順
位

優
先
度

（

一
次
評
価
）

M
C
I

（

二
次
評
価
）

ひ
び
割
れ
率

わ
だ
ち
掘
れ

量
I
R
I

M
C
I
式

M
C
I

健
全
性

測
定
年
度

最
新
施
工
年
度

経
過
年
数

路
面
種
別

ク
ラ
ッ

ク
率

路面性状（区間の最悪値） 優先順位評価

サンプル 
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③ 様式－3（路面性状評価図） 

 路面性状測定結果の図で、路線ごと・車線ごとの単位区間（20m集計）ごとに健全性区分（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ-1、
Ⅲ-2）を視覚的に確認することができる。

サンプル 
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④ 様式－4（特定点検記録様式） 

サンプル 
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⑤ 様式－5（施工記録様式） 

サンプル 
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付録-4 舗装の現状 

① 管理道路 

 浜松市では、平成 19年 4月の政令市移行に伴う補助国道、主要地方道及び一般県道の移管により、これら
と市道を合わせて、政令市としては最長の約 8,500kmを管理している。

付図 3 政令市が管理する道路の延長 

[データ出典：道路統計年報 2016（国土交通省）]

付表 1 浜松市の管理延長と舗装延長（道路種別ごと） 

付表 2 浜松市の管理延長と舗装延長（道路の分類ごと） 

As舗装 Co舗装

補助国道 250km 244km 5km 100%

主要地方道 205km 204km 1km 100%

一般県道 444km 425km 10km 98%

一般県道（自歩道） 30km 27km 3km 100%

市道1級 518km 505km 4km 98%

市道2級 589km 555km 18km 97%

市道その他（足もと道路） 204km 197km 6km 100%

市道その他（一般市道） 6,202km 4,652km 430km 82%

市道その他（自歩道） 39km 26km 12km 98%

計 8,482km 6,836km 491km 86%

道路種別 管理延長
舗装延長

舗装率

※平成29年4月現在

As舗装 Co舗装 未舗装

B 434km 11km 0km 445km

C 1,697km 34km 34km 1,765km

D 4,652km 431km 1,119km 6,202km

計 6,783km 476km 1,154km 8,413km

道路の分類
舗装延長

計

※平成29年4月現在
※歩行者専用道路、自転車専用道路、自転車歩行者専用道路を除くため、合計延長は管理延長と一致しない。
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付表 3 浜松市の管理道路における平均交通量 

[データ出典：平成 27 年度全国道路・街路交通情勢調査] 

② 舗装修繕予算 

付図 4 舗装のストックと維持管理費の推移 

③ 舗装の状態 

 これまでに実施した路面性状調査の結果から、分類 B に相当する道路における舗装状態の傾向としては、
ひび割れによる損傷が大きい。

付図 5 管理道路の損傷状況 

[データ出典：平成 26 年度・平成 27 年度の路面性状調査結果]

平均交通量 混入率

補助国道 9,752台/日 1,077台/日 11.0%

主要地方道 8,517台/日 1,054台/日 12.4%

一般県道 3,921台/日 457台/日 11.7%

計 7,413台/日 843台/日 11.4%

平均交通量道路種別
うち大型車

0.4% 0.6% 0.0% 0.2% 0.2% 0.0% 1.1% 1.4% 0.0% 0.3% 0.3% 0.0%
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MCI≦3 , C≧40% , D≧40mm 3＜MCI≦5 , 20%≦C＜40% , 20mm≦D＜40mm MCI＞5 , C＜20% , D＜20mm
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別冊 

1. 路線一覧表（分類 B、分類 C）
2. 路線図（分類 B、分類 C、分類 D）





浜松市舗装維持管理ガイドライン 改定等の履歴

 1.平成 27 年 9 月 舗装維持管理ガイドライン     策定 

 2.平成 30 年 9 月 浜松市舗装維持管理ガイドライン  改定 


